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【課題】○従来型労働災害に加えて化学物質等による新たな職業性疾病への対応
○増加する過労死、メンタルヘルス不調等の作業関連疾患の予防
○少子高齢化に伴う労働人口減少下で、疾病の治療と就労の両立、療養後の職場復帰の支援システム構築

労働者健康福祉機構の事業体系図【平成25年度業務実績自己評価】
機構のミッション（設置目的）

療養施設及び労働者の健康に関する業務を行う者に対して研修、情報の提供、相談その他の援助を行うための施設の設置及び運営等を行うことに
より労働者の業務上の負傷又は疾病に関する療養の向上及び労働者の健康の保持増進に関する措置の適切かつ有効な実施を図るとともに、未払賃
金の立替払事業等を行い、もって労働者の福祉の増進に寄与することを目的とする。

評価シート（１）高度・専門的医療の提供【Ｓ】
・７対１看護体制の充実、救急医療体制の強化による急性期医療への対応

・専門センター、チーム医療の推進、高度医療機器の導入

・労災病院治験ネットワークを活かした治験実施件数の向上

・臨床評価指標の取組（H25：国が実施する評価・公表等推進事業に参加）

・「労災病院医師確保支援制度」等の取組による医師の確保・育成

・労災看護専門学校及び労災病院における優秀な看護師の確保、育成

・患者満足度の向上（H25：各病院毎に改善計画及び活動計画を策定）

・病院機能評価受審による第三者機関の評価（H25：6施設が更新）

・クリニカルパス、ＤＰＣ分析を活用した医療の標準化の推進

・「労災病院間医療安全相互チェック」実施等による安全な医療の推進

評価シート（３）行政機関等への貢献【Ｓ】
・適切かつ迅速な意見書作成
H25：特に専門的な知見を要する意見書に、対応
可能な労災病院をコーディネートする体制を構築

・東京電力福島原子力発電所への対応
・労働者の健康管理のため免震重要棟等に医師派遣
・H25：内部被ばく線量測定の実施（福島労災病院
敷地内にホールボディカウンタを設置）

・H25：石綿救済制度推進のため「肺内石綿繊維計測
精度管理等業務」として、分析透過電子顕微鏡を設
置し、石綿繊維計測における精度管理を高めるため
の計測マニュアルを作成

・労働局のレセプト審査事務担当者の研修へ講師派遣

評価シート（４）労災疾病等に係る研究・開発【Ｓ】
・H25：各種普及の取組で過去最高値を達成
・ホームページアクセス件数561,065件

・学会発表件数260件、論文発表件数171件

・講演会等：407件、新聞・雑誌及びｲﾝﾀｰﾈｯﾄ等への掲載：165件

・H25：「アスベスト関連疾患早期発見・早期診断の手引き」を改
訂・発刊、石綿関連疾患診断技術研修等で活用

・H25：日中二国間プロジェクトにおいて、労災病院医師が①中国に
て症例検討会を実施、②国内で中国人医師向けのじん肺・アスベス
トの診断技術研修を実施、③北京のシンポジウムで講演し、中国か
ら高い評価を受けた。

・H25：がん治療と就労の両立支援に関するマニュアルを作成し、モ
デル事業として施行

労災疾病等に関する予防から診
断、治療、リハビリ、職場復帰
に至る一貫した高度・専門的医
療を提供

労災指定医療機関、産業医等に
対する勤労者医療の地域支援

・労災病院（３２施設）

労災病院グループにおける臨床
データを研究分野ごとに収集・
分析を行い、専門医による新た
なモデル医療・モデル予防法・
医療技術の研究開発を実施

評価シート（２）勤労者医療の地域支援【Ｓ】
（H25：全ての指標で過去最高値を達成）
・労災指定医療機関等による 80.5％
有用度評価

・モデル医療普及のための 32,463人
症例検討会等参加人数

・高度医療機器を活用した 34,793件
受託検査件数

・労災指定医療機関等からの 65.3%
患者紹介率

・労災指定医療機関等からの 53.9%
患者逆紹介率

※産業医のみを対象 82.5％
とした有用度
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評価シート（５）過労死予防等の推進【Ａ】

・過労死予防対策の推進

・メンタルヘルス不調予防対策を推進し、職場訪問型職場復帰
支援を試行

・勤労女性の健康管理対策の推進

・利便性の向上を図るための取組を推進
・時間外・休日における指導・講習会の実施
・企業・地域イベント等への出張指導・講習会の実施

・利用者の有用度評価：91.7％

評価シート（８）産業保健関係者に対する研修・相談
及び産業保健に関する情報の提供【Ａ】

・産業保健関係者に対して、ニーズ調査等を反映した効果的・
効率的研修を実施
→有益度評価：94.5％
・産業医等に対する専門的相談に対応
→有益度評価：97.6％
・ホームページ、メールマガジン等による情報提供を推進
・運営費交付金については、平成20年度実績に比して49.6％
の削減を達成

評価シート（６）医療リハ・総合せき損センターの運営【Ａ】

・診断、治療、ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ、退院後のケアを一貫して実施

・患者毎の障害に応じたプログラムの作成、ＭＳＷ等によるチ
ーム医療等を実施し、高い社会復帰率を達成

・高い患者満足度を確保（医療ﾘﾊ：91.4％、せき損：85.0％）

評価シート（７）労災リハビリテーション作業所の運営【Ａ】
・「整理合理化計画」を踏まえ、在所者の退所先の確保しつつ
縮小・廃止を推進
・入所者８名のうち７名が社会復帰し、全員が希望先に退所

評価シート（１１）納骨堂の運営【Ａ】
・霊堂の環境整備を図り、遺族等から高い評価（91.1％）を得る

評価シート（１０）未払賃金の立替払【Ｓ】
・各都道府県弁護士会で26件研修会を実施する等の取組により過去最短の支払日数達成
・求償通知等の実施、裁判所の破産手続への参加等により、最大限確実な債権回収

評価シート（１４）短期借入金等【Ｂ】
評価シート（１５）人事・施設・設備に関する計画【Ａ】
評価シート（１６）業績評価の実施【Ａ】

・不要資産については、積極的に売却を進め着実な処分を実施

・施設・設備については、効果的かつ効率的な設備投資を推進

・労災リハビリテーション作業所については、縮小・廃止を推進

・ＢＳＣを用いた内部業績評価を実施し、効果的に業務を運営

・外部有識者による業績評価委員会を年２回実施し業務に反映

評価シート（１２）業務運営の効率化【Ａ】
評価シート（１３）予算、収支計画及び資金計画【Ｃ】
・年度当初の時点で多くの労災病院における患者数減、収支
悪化傾向を本部で把握し、経営改善推進会議を中心にガバナ
ンスを発揮し、７月に１3病院の幹部にヒアリングを実施し
たことをはじめ迅速かつ適切な対応策を策定し、実行した。

・上記経営改善のための取組に努めたものの、経常損益は
△２５億円となり、対前年度△３４億円の悪化となった。

・一般管理費及び事業費の効率化を達成（各△15.2％、44.2％）

医師等の専門スタッフによる職場
環境等を踏まえた予防医療事業、
産業保健関係者に対する研修・
情報提供等を実施
・勤労者予防医療センター（部）
（３０施設）
・産業保健推進センター（15施設）

重度の被災労働者に対し高度・専門的な
医療、リハビリテーションを実施し、
被災労働者の社会復帰を支援
・医療リハビリテーションセンター（１施設）
・総合せき損センター（１施設）
・労災リハビリテーション作業所（３施設）

産業災害殉職者の御霊を奉安する霊堂
設置、産業殉職者合祀慰霊式を実施
・高尾みころも霊堂（１施設）

事業場の倒産等により未払となった賃金
等を事業主に替わって労働者に立替払

本部の経営指導体制を強化し、
業務運営及び組織・運営体制の
効率化を推進

内部業績評価を実施するととも
に、外部有識者による内部業績
評価委員会の実施

【課題】○高度専門的な医療、リハビリテーションの提供による重度被災労働者の職業・社会復帰の促進、復帰後のＱＯＬの向上
○労災リハビリテーション作業所は在所者の退所先の確保を図りつつ縮小・廃止
○納骨堂に係る適正かつ効率的な運営業務の実施、事業の周知

【課題】
○労働者の再就労までの重要な生活基
盤となる未払賃金立替払の迅速化
○立替払金の適切な求償の実施

【課題】○内部統制の充実・強化、本部ガバナンスの一層の強化
○労災病院の更なる経営基盤の強化、２８年度を目途とした繰越欠損金の解消
○業務経費等の点検、契約の適正化など効率化の取組による冗費の削減の徹底
○不要資産の適切な処分の推進
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《労災病院が持つ主な役割》

･･･地域医療支援病院

２５病院（対前年＋1）

･･･地域がん診療連携拠点病院

１１病院

･･･地域がん診療連携拠点病院に準じる病院

９病院（対前年＋１）

･･･災害拠点病院

１０病院（対前年＋1）

･･･アスベスト疾患センター

２５病院

★地域での中核医療機関
としてのポジショニング
の確立

紹介・逆紹介の推進
がん診療体制の強化
救急医療体制の強化
症例検討会等の推進 等

１ 地域の中核的役割の推進

資料０１－０１

★４疾病・５事業等への診療機能の充実
★拠点病院の指定に向けた積極的取組
★地域医療計画への対応

地域での中核医療機関としての体制構築・強化

※地域がん診療連携拠点病院に準じる病院
とは、都道府県が当該地域において中核的
な役割を担うと認めた病院をいう。

評価シート（１）高度・専門的医療の提供

高度・専門的医療の提供
勤労者医療を継続的、安定的に支えるためにも
基盤となる４疾病５事業等の診療機能を充実
させ、地域の中核的医療機関を目指すこと。

評価の視点
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平均在院日数の推移

（１）一般病棟入院基本料上位算定（７対１看護体制の導入）

◆ 急性期化に対応した診療体制の強化を目的に平均在院日数の短縮、救急医療体制の強化を図り、
上位施設基準を取得した。

（２）平均在院日数の短縮 （３）救急医療体制の強化

○救急搬送患者数
２４年度 ７５，９５４人

２５年度 ７６，７３２人
○救急告示病院（都道府県認定）
３１施設
○三次救急病院（救命救急センター）
１施設
○二次救急輪番参加病院
２９施設

18.6

17.5

16.2
16.1

15.4
15.2
14.9 14.7

14.5
14.1

14

15

16

17

18

19

16年度 17年度 18年度 19年度 20年度 21年度 22年度 23年度 24年度 25年度

(日)

全施設（３２施設）のうち８割が７対１看護体制（注）の導入、医療の急性期化に対応
（注）入院患者の人員に基づき、看護師の配置体制を定めたもの。医療保険から病院に支払われる
入院基本料は、この看護体制が手厚いほど高くなる。入院患者７人につき看護師１人を配置。

○ 一般病棟入院基本料 ２４年度 ２５年度
７対１（平均在院日数１８日以内） ２３施設 ２４施設

１０対１（平均在院日数２１日以内） ９施設 ８施設

評価シート（１）高度・専門的医療の提供

２ 急性期医療への対応
資料０１－０２

※平成26年3月31日現在

医療の標準化を図り
在院日数を短縮

７対１は２６年度に

１施設届出済み

469.1

517.8
526.4 533.8

506.2

539.3

579.6

588.8

618.4

629.3

450

470

490

510

530

550

570

590

610

630

650（人）

救急搬送件数
（100床当たり）

◆労働災害、大規模災害への対応を含め、救急患者に対し
適切な医療を提供できる体制の整備に努めた。
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高
度
・専
門
的
な

医
療
に
対
応

専門センター化の推進

高度医療機器の計画的整備

評価シート（１）高度・専門的医療の提供

３ 医療の高度・専門化
資料０１－０３他の医療機関では対応が困難な高度・専

門的な医療を提供することができたか。
評価の視点

１１

■高度な治療機器の整備
・内視鏡手術支援ロボット（低侵襲の内視鏡手術にロボット機能を追加した機器）
・ガンマナイフ（開頭せずに脳血管障害や脳腫瘍を治療する放射線治療機器）
・アンギオグラフィー（血管撮影装置）
・リニアック（がん治療を行う放射線治療装置）
■正確な診断機器の整備
・ＣＴ（コンピュータ断層撮影装置）
・ＭＲＩ（磁気共鳴画像診断装置）
・ＰＥＴ（特殊な検査薬でがん細胞に目印を付けて診断する検査撮影装置）
■Ｘ線画像のＩＴ化への対応
・ＣＲシステム（Ｘ線撮影した画像をデジタル保存できるシステム）
・ＰＡＣＳ（デジタル画像をデータベースに保存し院内各部門･地域医療機関等で共有化）

１施設【２５年度 新規１施設】
２施設
３１施設【２５年度 更新２施設】
２３施設【２５年度 更新２施設】

３２施設【２５年度 更新３施設】
３２施設【２５年度 更新４施設】
２施設

３１施設
３１施設【２５年度 新規１施設】

最新鋭の
手術支援ロボット

「ダヴィンチ」導入
最新モデル導入施設48病院
（※日本ﾛﾎﾞｯﾄ外科学会公表値）

■平成２５年度 専門センター数：１６５(対前年度＋９)
（脊椎・腰痛センター、脳卒中センター、循環器センター、人工関
節センター、呼吸器センター、リハビリテーションセンター等）

※２５年度新たに設置されたセンター
運動器センター(横浜)、人工関節センター (釧路、新潟)

呼吸器疾患センター( 、福島)

他
東北

【例】 東北労災病院の呼吸器疾患センター
＜設置前＞各診療科毎に対応
＜設置後＞肺がん、慢性閉塞性肺疾患（ＣＯＰＤ)等呼吸

器疾患に対応するため、呼吸器内科・呼吸器外
科・放射線科等の連携による最適な治療を行う
体制を構築 集学的医療の提供

◆専門職種の積極的な活用、多職種間協働を図るこ
とにより、患者のQOLを尊重し医療の質を高める
とともに、効率的な医療サービスを提供。

多職種協働によるチーム医療の推進

■チーム医療の実践（一例）
○キャンサーボード 【１７施設】（対前年＋２）
各診療科の医師・看護師・薬剤師等による「がん」の症例検討会

○ＩＣＴ（感染対策チーム）【３２施設】
医師・看護師・検査技師等が連携し、感染予防・指導・管理を
実施

○ＮＳＴ（栄養サポートチーム）【３１施設】
医師・看護師・管理栄養士等が連携し、適切な栄養療法を実施

○褥瘡対策チーム【３２施設】
医師・看護師・理学療法士等が連携し、褥瘡の予防・治療を実施

○緩和ケアチーム【２５施設】（対前年＋４）
医師・看護師・心理士等が連携し、がん等による身体・精神症状
を緩和

○呼吸ケアチーム【８施設】（対前年＋1）
医師・看護師・臨床工学技士等が連携し、人工呼吸器装着患者
の早期離脱をサポート
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評価シート（１）高度・専門的医療の提供

労災病院ネットワークを活かした治験の実施

労災病院治験ネットワーク
◆ 治験ネットワークを活用して労災病院グループが有機的に連携
より多くの症例集積が可能

年度 治験件数
製造販売後
臨床試験件数 合計件数

Ｈ21 268件 1,712件 1,980件

Ｈ22 251件 1,546件 1,797件

Ｈ23 316件 1,759件 2,075件

Ｈ24 488件 1,931件 2,419件

Ｈ25 530件 2,065件 2,595件

労災病院における治験実施実績

資料０１－０４

◆ 治験の共同実施
国立病院機構から紹介を受けた使用成績調査に係る

共同の症例登録：11労災病院で実施

◆ 国立病院主催研修への参加
・「初級者臨床研究ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰ養成研修」
：10労災病院が参加
・「治験及び臨床研究倫理審査委員に関する研修」
：３労災病院が参加

国立病院機構との連携

6



◆「医療の質の評価等に関する検討委員会」において策定された指標について、本部にてデータを
収集、四半期ごとに取りまとめた上で各労災病院にフィードバックし、医療の質の向上に努めた。

◆臨床評価項目（４０項目）
【例】・大腸がん術後平均在院日数
・脳梗塞患者における早期リハ実施率
・入院患者の転倒・転落発生率 ほか３７項目

医療の質の評価等に関する検討委員会【構成委員：外部有識者、労災病院長、看護部長】

労災病院グループにおける臨床評価指標の策定

評価シート（１）高度・専門的医療の提供

４ 臨床評価指標に基づく評価 資料０１－０５

臨床評価指標に基づき、医療の質に関する自己評価が行われたか。
評価の視点

◆臨床指標を用いた医療の質の評価・公表等を行い、その結果を踏まえた分析・改善策を検討する事業に参画

目的：①医療の質の向上 主な取組：
②質の情報の公表の推進

平成２５年度から国の事業【医療の質の評価・公表等推進事業】に参加

新
規 ①複数の医療機関から臨床データを収集分析

②ホームページ等を通じて国民に対して公表
③委員会を開催し、分析・改善策を検討

◆平成25年度委員会において、労災病院らしさを評価する指標
（ 「産業医等からの紹介件数」、「特殊健康診断実施者数」等）
を新たに追加し、４７項目とすることを決定
平成26年度からデータ収集を開始

年度で取りまと
めたデータを前
年度と比較・再
検討

改善策の検証

次年度の改善
活動に活用
（結果の検証）

本部から

四半期ごとに
フィードバック ②委員会で改善のための方

法を決定（改善検討）

①指標と数値の意味を考え
て院内委員会で理由・原
因を検討（自己評価）

③決定した改善策を実践
（質の向上）

各労災病院における取組

医療の質の向上 実 績 例（全病院平均）

21.6

20.5

19.5

20.0

20.5

21.0

21.5

22.0

平成24年度 平成25年度

短縮

大腸がん手術患者の
術後平均在院日数

２５年度 ２０．５日
対前年度 1.1日短縮

20.9

21.8

20.0

20.5

21.0

21.5

22.0

平成24年度 平成25年度

上昇

入院患者における
ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ実施率

２５年度 ２１．８％
対前年度 0.9ﾎﾟｲﾝﾄ増
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Ｒ

評価シート（１）高度・専門的医療の提供

５ 優秀な人材の確保・育成（医師）

資料０１－０６質の高い医療の提供及び安定した運営基盤を構築する上で
不可欠となる人材の確保・育成に積極的に取り組んでいるか

医 師 の 確 保・育 成 に 向 け た 取 組

評価の
視点

◆ 学会等へ積極的な参加を支援し、医師の知識や技
量の習得及び専門資格の取得を図った
・学会認定医数：1,183人（対前年度 ＋8人）
・専門医数：2,444人（同 ＋52人）
・指導医数：877人（同 ＋10人）
・各種学会認定施設数：728施設（同 ＋４施設）

◆ 院長会議等各種会議で派遣協力依頼

◆ 25年度実績：７件の派遣（対前年度 ＋2件）

医師確保支援制度の運用

採用
実績

優秀な医
師の確保

◆ 育児のための医師短時間勤務制度
・小学校就学前の子の育児のために短時間勤務及び
宿日直勤務、時間外勤務等の免除を認める制度
※25年度制度利用者数：6人

◆ 院内保育体制の充実
・医師の確保、定着及びモチベーション向上
※25年度設置済み施設：19労災病院

◆ 医師の負担軽減
・医師事務補助者の体制整備
※25年度配置数 557人（対前年度 ＋83人）

働きやすい環境づくり

派遣医師
の声

◆ 初期臨床研修医に対する集合研修（74名参加）
目的：労災病院、勤労者医療に関する理解の向上
[※プログラム]・予防から職場復帰に至る医療の重要性と取組

・じん肺やアスベスト疾患等の診断・治療法 等

◆ 臨床研修医指導医講習会（年2回、計70名参加）
目的：適切な指導体制の確保、勤労者医療に関する理解の向上
・企画責任者（東京大学教授）、労災病院副院長等で構成する
「世話人会」を設置し、プログラムの見直しを毎回実施

◆２６年４月１日採用者数
・初期臨床研修医 １１９人（対前年度 ＋６人）
・後期研修医（専修医）１３９人（対前年度 ＋４５人）

◆２５年度初期臨床研修医マッチ率
：７７．８％
対前年度３．０ポイントUP！
（※全国平均７６．１ポイント）

医
師
が
充
足

し
た
病
院

医
師
確
保
が

困
難
な
病
院

◆目的：地方労災病院
の医師不足緩和、
医師のキャリア形成

労災病院独自の取組

臨床研修医の育成 専門資格取得の支援

○違う環境で良い経験が出来た！
○研修医を随行させる事で若手の良い教育になった！ 等

文書作成補助、
電子カルテ入力
補助 等

労災病院間医師派遣

8
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働く人の看護を実践する
看護師を養成

評価シート（1）高度・専門的医療の提供

優秀な人材の確保・育成（看護師）

労災看護専門学校においては、職場復帰や両立支援等、勤労者医
療に関わる教育内容を見直し、勤労者医療カリキュラムの充実が
着実に実施されているか。

資料01-07評価の
視点

労災看護専門学校の教育理念

労災看護専門学校は労働者健康福祉機構の
使命【勤労者医療の実践】に基づき、人間
愛と生命に対する尊厳を基盤とした豊かな
人間性を培い、勤労者医療に貢献できる看
護の実践者として、生涯成長し続ける人材
の育成を目指します。

基礎分野
心理学、社会学、人間行動学等の基礎科目において、現代社会を支える労働の特性や社会構造
の変化と今後の課題を知ることで、働く人を支援する意義を学ぶ

専門基礎分野

基礎分野の学習を踏まえ、勤労者医療概論（当機構のオリジナルテキスト）をもとに職
業性疾病、作業関連疾患、労働衛生法規と当機構の役割について学ぶ

専門分野Ⅰ・Ⅱ 専門基礎分野の学習を踏まえ、労災による外
傷・脊髄損傷、作業関連疾患、治療と就労の両立が必要な働く世代
に多いがん・糖尿病・心疾患・メンタル障害等に関わる看護を病態
生理学、社会保障制度論等と関連付けて学ぶ

統合分野
３年間の学習を労災病院の実習において勤労者看護の実際を
学ぶとともに、ケーススタディ等を通じ勤労者を支える医
療・看護の社会的意義を深める

全国平均 89.8％ 国病附属 97.7％ 日赤附属 97.8％
（参考）

98.6 ％看護師国家試験合格率

高い合格率

89.5
91.8 90.1 88.8 89.8

98.6 99.4 99.1 98.6 98.6

H21 H22 H23 H24 H25

【専門・認定看護師数の推移】

○ 専門看護師 5分野 8人
○ 認定看護師 19分野 264人
○ 特定看護師 受講済2人 受講中1人

能力を活かせる職場

【離職率の推移】

H22 H23 H24 H25

カリキュラム（抜粋）

【災害時看護演習】

【職場実習】

○ 勤労者医療概論
・労働衛生の理解
・労働衛生関連法規と労働衛生の展開
・労働衛生の課題と対策
・労働者健康福祉機構の役割
・労災病院における勤労者医療と看護
・療養後の職場復帰支援
・疾病の治療と職業生活の両立支援
○ メンタルヘルスマネジメント
○ 健康教育技法
○ 災害看護
・災害時看護
・災害時看護演習

低い離職率

平成25年度 9.6％

全ての履修分野の根底に

勤労者医療の概念

全国平均を常に上回る合格率

質の向上 経費助成等による資格
取得支援 ⇒ 有資格者増

労災病院における
勤労者医療への貢献

労災病院看護師
総数に占める

労災看学卒者

35.5％
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平成２５年度
満足度結果

患者満足度調査において、全病院平均で
８０％以上の満足度が得られているか。

評価の視点

日本医療機能評価機構等による認定

評価シート（１）高度専門的医療の提供

６ 提供する医療の質の評価 資料０１－０８

【 主な取組活動 】
・患者接遇の意識
向上を図るため外
部講師を招き接遇
に関する研修（実
演含む）を全職員
対象に実施した。
・待ち時間対策と
して患者への声か
けの徹底及びおよ
その待ち時間の掲
示を行った。

●分析結
果に基づ
き各施設
において
改善計画
及び患者
サービス
委員会等
活動計画
を策定！

◆病院の現状を客観的に把握
◆第三者評価による問題点の共通認識
◆改善の方向性の明示

「医療の質の向上」
「サービスの改善」

・良質な医療提供等を目的として、更新時期を迎えた
６施設が病院機能評価の更新受審を行っている。

・認定施設数（日本医療機能評価機構等による評価）

２４年度：３０施設 ２５年度：３０施設（認定率：93.8％）
3rdG:Ver.1.0： ６施設
Ver.6.0 ：1８施設
Ver.5.0 ： ５施設
ISO9001 ： １施設

Ver.6.0 ：1８施設
Ver.5.0 ：1１施設
ISO9001： １施設

評価の視点
該当年度に病院機能評価受審を計画
していた病院で、受審が行われたか。

【参考】全国病院の認定率 ２７．３％
平成26年4月24日 日本医療機能評価機構HPより抜粋

接
遇
研
修

重

要

満
足
度
の
偏
差
値

相関係数の偏差値

50

40

30

50

H24年度結果に基づく相関分析図

取

組

満足度の偏差値が標準以下

※改善すべき優先順位が高い
項目として施設に指示

待ち時間の長さ

改

善
８２.５％
対前年度＋0.7ポイント

患者満足度調査に基づく業務改善

60

全施設分析！

満足度の偏差値が高い項目

満足度の偏差値が低い項目

重要！ 各
施
設
に

フ
ィ
ー
ド
バ
ッ
ク

説明のわかりやすさ

処置の正確さ

職員の対応 対計画＋2.5ポイント

【例】
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（２）ＤＰＣデータの活用 ～新たな分析指標の作成～

コメディカル部門について労災病院
のDPC対象病院間でベンチマークを
行い、医療の質の向上に努める

退院時リハビリテーション指導
実施患者数の増

ベンチマークの活用例

評価シート（１）高度・専門的医療の提供

７ 医療の標準化（高度医療のモデル化）の推進 資料０１－0９

フレキシブルに項目を見直し平成25年度は

「7 後発品割合比較」に「使用率」を追加（H26年診療報酬改定対策）

0

200

400

600

800

1,000

1,200

1,400

1,600

浜
松
千
葉
大
阪
関
西
東
京
東
北
中
部
熊
本
関
東
山
陰
神
戸
釧
路
和
歌
山

鹿
島
岡
山
九
州
道
央
青
森
福
島
横
浜
燕 新
潟
富
山
旭 中
国
山
口
香
川
愛
媛
門
司
長
崎

Ｈ24年度 Ｈ25年度
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栄養サポートチーム加算

薬剤管理指導料
退院後の動作能力・社会的適応能力
の回復を図るために必要な療養上の
指導を実施

平成２５年度は、対前年度で

約1,490人の指導患者数増！
＜医療の質の向上に寄与＞

分母：4大リハビリテーション料（心大血管疾患・脳血管疾患・運動
器・呼吸器）、がん患者リハビリテーション料を算定した患者

分子：「退院時リハビリテーション指導料」を算定した患者

◎チーム医療の推進に伴い、クリニカルパス検討委員会においてパス
の見直しを推めることで、「医療の標準化」と「効率的な医療提供」
を図る。
◆見直し件数： H2３年度 H2４年度 H2５年度

479件 → 578件 → 635件

チーム医療及び医療の標準化の推進

（１）クリニカルパス活用の推進
クリニカルパス検討委員会の活動等を通じて、クリニカルパスの活用が
推進されたか。

評価の視点

例えば
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後発医薬品使用率
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医療上の事故等の発生状況 医療の安全性及び透明性の向上のため毎年公表

◆インシデント・アクシデント別件数 ◆レベル別件数（レベル 0～レベル 5）

◆発生場面別内訳（手術、麻酔、転倒・転落等） ◆場所別発生状況（病棟、手術室等）

○医療上の事故等の発生状況を機構ホームページで公表

労災病院共通の「医療安全チェックシート」による取組

「労災病院間医療安全相互チェック」の実施等

医療上の事故等に関するデータの公表

医療安全等に関する研修の実施

○「医療安全チェックシート」に基づき自院の医療安全対策の状況を点検

労

災

病

院

独

自

の

取

組

医療安全推進週間【11月 24 日(日)～11 月 30 日（土）】における取組

○職員を対象とした医療安全・院内感染対策研修を実施

そ

の

他

の

取

組

平成 25年度の実施結果と成果

感染防止対策に関する相互

チェックを地域の医療機関

と実施。

（総回数 60回）

労災病院共通テーマ

『患者・地域住民との情報共有と患者・地域住民の

主体的参加の促進』

患者・地域住民対象

・患者・地域住民を対象とした公開講座

（転倒予防、ＡＥＤ体験等）

・医療安全コーナーの設置

（医薬品の情報提供、手洗い等の体験型参加）

・医療安全パトロ－ル

（病院ボランティアなど地域住民が参加した院内巡視）

職員対象研修・講習会

・「ヒューマンエラー対策」、「院内で発生した事例検討発表」等

参加者数（7日間）3,740 人

○厚生労働省が主催する医療安全推進週

内服薬の安全管理

持参薬の取扱い、患者自己管
理薬の基準チェック表作成

食物アレルギー対応

電子カルテに食物
アレルギー警告の表示工夫

患者誤認防止

同姓同名患者の
誤認防止システムの構築

転倒・転落予防

患者・家族を対象とした転倒・

転落防止予防のポスター作成、

掲示、パンフレットの配布

明らかになった

リスク要因・改善

状況等はグルー

プ内で共有、全病

院へ情報提供、

医療安全対策に

活用

・医療安全に関する研修：年２回以上実施

転倒・転落予防、医療コミュニケーションスキル等

（年間実施総回数 199回、年間参加者総数 21,724 人）

・院内感染対策に関する研修

（年間実施総回数 350回、年間参加者総数 22,258 人）

医療安全への知識・意識の向上

全労災病院

全職員

対 象

22 年 23 年 24 年 25 年

11 月 11 月 11 月 11 月

医療安全チェックシート

Ⅰ医療安全管理体制の整備について（55項目）

Ⅱ医療安全のための取組について（176 項目）

上昇

全 231 項目
(YES・NOで達成率を判定）

達成率

項目を見直し改訂

全労災病院
参加

AED 体験風景

評価シート（１）高度・専門的医療の提供

８ 安全な医療の推進

・「医療安全チェックシ－ト」による自主点検及び「医療安全相互チェック」の実施

・医療安全に関する研修、医療安全推進週間等への継続参加

・患者参加型の医療安全の推進

資料０１－１０
評価の

視点

患者・地域住民

総参加者数(7日間)1,695人
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（１）紹介元医療機関への有用度調査 「有用度」の推移

◆診療や産業医活動を実施する上で
有用であった旨の評価
（年度計画目標値８０％以上）

目的：地域支援業務の改善
対象：紹介元である労災指定医療機関等

2,192

2,319

2,386
2,377

2,540

2,574
2,538

2,442

2,574

2,529

78.6%

77.0%

74.4%

77.7%
76.8% 77.9%

78.7% 79.2%

79.3%
80.5%

66.0%

68.0%

70.0%

72.0%

74.0%

76.0%

78.0%

80.0%

82.0%

2,000
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2,200

2,300

2,400

2,500

2,600

2,700

16年度 17年度 18年度 19年度 20年度 21年度 22年度 23年度 24年度 25年度

有効回答件数

有用度

第２期目標値
７５％以上

評価シート（２）勤労者医療の地域支援

勤労者医療の地域支援の推進①
資料０２－０１

利用者である労災指定医療機関等から、診療や産業医活動の上で有用であった旨の評価を８０％以上得られたか。

評価の視点

独法移行後初

有用度
８０．５％
対前年度
＋1.2ポイント

産業医のみを
対象とした有用度

８２．５％

産業医及び労災指定医療
機関からの紹介 ： ６３．１％

８０％オーバー

【具体例】
前年度の満足度が低かった項目を重点的に改善
・ 「緊急時・時間外の受入体制」 強化
24年度 25年度

60.1％ → 63.4％ （3.3ポイント増） 等

①平成２４年度の調査結果を分析し、重視
度（期待値）と満足度（実績値）の乖離
が大きかった項目に対して、各労災病院
に改善策と四半期ごとの達成目標の策定

②四半期ごとに本部において進捗を確認、
アドバイス

③その結果、有用度について、
・中期計画目標値７５％以上
・年度計画目標値８０％以上 を達成

<紹介元医療機関からの有用度>

労災指定
医療機関
（48.6％）

その他
（36.9％）

産業医
（14.5％）

紹介元の内訳
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38.6%
42.3%
44.7%

49.8%
53.1%
55.0%

59.5%
60.9%
63.0%
65.3%

25.1%

29.6%
31.9%

37.4%

42.3% 42.2%

47.8%
49.4%
52.7%
53.9%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

16年 17年 18年 19年 20年 21年 22年 23年 24年 25年

紹介率

逆紹介率

16年 17年 18年 19年 20年 21年 22年 23年 24年 25年

23,092

27,119 27,538
29,08229,713

31,704
33,799 33,809

32,938
34,793

評価シート（２）勤労者医療の地域支援

勤労者医療の地域支援の推進②

（２）モデル医療の普及

（３）受託検査の実施

（４）紹介率及び逆紹介率

労災疾病に関するモデル
医療を普及するため、労災
指定医療機関の医師及び産
業医等に対して、症例検討
会や講習会を開催。

労災指定医療機関等から
の受託による高度医療機器
（ＣＴ・ＭＲＩ・ガンマカ
メラ・血管撮影装置等）の
利用促進を図った。

◆受託検査件数
（目標値 ３０，０００件／年）

３４，７９３件
受託検査件数の推移

第２期目標値
３０，０００件/年以上

(千件)
35

30

25

20

上昇傾向

◆紹介率（目標値６０％）
（労災指定医療機関等→労災病院）

６５．３％
（対前年度＋２．３ポイント）

◆逆紹介率（目標値４０％）
（労災病院→労災指定医療機関等）

５３．９％
（対前年度＋１．２ポイント）

労災病院において、中期目標
期間最終年度までに患者紹介率を６０％以上、
逆紹介率を４０％以上確保しているか。

評価の視点

紹介率・逆紹介率の推移

○主な講習会等テーマ（例）
・石綿肺及び胸膜疾患の臨床と診断
・じん肺の労災補償
・女性外来での疲労測定の試み 等

○効果的な普及のための取組（例）
・利便性に配慮した時間帯を選択
・相談方法の多様化（ＦＡＸや電話
等による受付） 等

○主な講習会等テーマ（例）
・石綿肺及び胸膜疾患の臨床と診断
・じん肺の労災補償
・女性外来での疲労測定の試み 等

○効果的な普及のための取組（例）
・利便性に配慮した時間帯を選択
・相談方法の多様化（ＦＡＸや電話
等による受付） 等

◆症例検討会､講習会参加人数
※ 病診連携合同セミナー・じん肺講習会等

（目標値 ２０，０００人／年）

３２，４６３人

○利用促進のための取組（例）
・ＨＰ、診療案内等で積極的に広報
・予約枠の拡充 等

○利用促進のための取組（例）
・ＨＰ、診療案内等で積極的に広報
・予約枠の拡充 等

労
災
指
定
医
療
機
関
、

産
業
医
等
と
の
連
携
強
化

症例検討会・講習会参加人数の推移

２５年度は対前年度
５．６ポイント増

16年 17年 18年 19年 20年 21年 22年 23年 24年 25年

16,386

18,681

22,395
20,43620,404

20,715
20,993

24,418

29,849

32,463

第２期目標値
２０，０００件/年以上

(千件)
35

30

25

20

15

10

２５年度は対前年度
８．８ポイント増

資料０２－０２
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開催場所

○ 通常依頼する地方労災医員等では特に対応困難な事例に
ついて、機構本部で対応可能な労災病院をコーディネート
する体制を構築。
平成25年度実績：13件

・徳島労働局管内 長崎労災病院 じん肺、続発性気管支炎
・静岡労働局管内 関西労災病院 シックハウス症候群
・東京労働局管内 関西労災病院 化学物質過敏症 等に対応

評価シート（３）行政機関等への貢献

行政機関等への貢献①

労災認定に係る意見書の作成が、
適切かつ迅速に行われているか。

評価の視点

依頼元 受入施設 対象疾病名

○ 国（地方機関を含む）が設置した５４の審議会、
委員会及び検討会に参画（平成２5年度実績）
・中央じん肺審査医会
・労働基準法施行規則第３５条専門検討会 等

○ 国（地方機関を含む）の要請に応じて医員・委員を受嘱

国の設置する審議会等への参画

評価の視点

本 部労働局・監督署

対応
不可

労災病院

②調整

労災認定基準等の見直しに係る検討会や国が
設置する委員会等への参加、情報提供等の協力が行われたか。

【平成２５年度実績】

○ 意見書処理日数

１７．７日
（１件当たり）

○ 意見書処理件数

３，１７１件

意見書作成に係る対応

「労災医療担当者ブロック研修」
（厚生労働省主催）への講師派遣

○ 厚生労働省の要請により、全ブロックに労災病院の医師等を
講師派遣 ・目的：労災診療費レセプト審査事務の質の確保及び向上

・対象：労働局のレセプト審査事務担当職員

・北海道・東北ﾌﾞﾛｯｸ（仙台）

・東海・北陸ﾌﾞﾛｯｸ （名古屋）

・中国・四国ﾌﾞﾛｯｸ （広島）

<特に専門的な知見を要する意見書への新規対応>

【例】
本
部

・関東・甲信越ﾌﾞﾛｯｸ（東京）

・近畿ﾌﾞﾛｯｸ （大阪）

・九州・沖縄ﾌﾞﾛｯｸ （福岡）

地
方
労
災
医
員

労
災
協
力
医

③報告

④意見書の
作成を依頼

①対応可能な労災病院を照会

シックハウス症候群
など特に対応困難な
事例

新規

資料０３－０１
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東京電力福島原子力発電所への医師派遣

内部被ばく線量測定の実施

評価シート（３）行政機関等への貢献

行政機関等への貢献②

東電福島第一原発で作業にあたっている労働者の健康管理のために労災病院グループとして「東電福島第一
原発救急医療体制ネットワーク連絡会議」に参加し、労災病院から交代で医師を派遣した。

H23.5.29～８.30
30病院から医師延べ4６名を派遣
（延べ派遣日数94日）

免震重要棟

Ｊヴィレッジ
H23.9.5～Ｈ25.6.22まで派遣を継続
平成25年度実績：９病院から医師延べ11名派遣

（延べ派遣日数38日）

本
部

労働者健康福祉機構

医師派遣
東
京
電
力 厚
生
労
働
省

東電福島第一原発
救急医療体制
ﾈｯﾄﾜｰｸ連絡会議

医師派遣
要請

労災病院
グループ

【除染等業務従事者】
・特定汚染土壌等取扱業務
・土壌等の除染等の業務
・廃棄物収集等業務
の従事者

福島労災病院敷地内に
ホールボディカウンタ
（ＷＢＣ）の設置

設置要請

本
部

資料０３－０２

○ 厚生労働省からの要請に応じ

て、「除染電離則」第５条に規

定された除染等業務従事者の内

部被ばく線量測定のため、福島

労災病院敷地内にホールボディ

カウンタを設置した。

○ 平成25年度実績：67件測定
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評価シート（３）行政機関等への貢献

行政機関等への貢献③ 資料０３－０３

評価の視点
アスベスト関連疾患に対応するため、労災指定医療機関等の医師を

対象とする当該疾患診断技術研修会を開催したか。

「石綿関連疾患診断技術研修」の実施（厚生労働省委託）
○H25年度開催ヶ所数 ： 全国29ヶ所にて開催 （H24年度：25ヶ所）
○H25年度医師等の参加者数： 770人が参加 （H24年度：718人）
※H25年度は、石綿関連疾患胸部画像の読影実習等を18か所で開催し、428人が受講

「石綿確定診断等事業」の実施（厚生労働省委託）
○石綿肺がん・良性石綿胸水・中皮腫などの 確定診断を実施し、 迅速かつ適正な労災給付に貢献
Ｈ25年度実施件数：181件（Ｈ24年度：169件）

「石綿関連疾患に関する事例等調査業務」の実施（環境省委託）
○石綿健康被害救済法に係る指定疾病見直しに関する調査業務を実施（びまん性胸膜肥厚の鑑別）
労災病院等から収集したびまん性胸膜肥厚症例のうち81例を解析し、 医学的判定の在り方を環境省
に報告した。

○石綿救済制度における肺がんの最終的な判定基準である肺内の石綿
繊維の本数を計測可能な施設・専門家が少なく、検体１件あたり２０日
程度の計測日数を要するため、計測待ちの件数が年々増加

環境省が、必要な機材の設置、精度管理を含めた体制を整備

○当機構が受託し、岡山労災病院アスベスト疾患ブロックセンターに
分析透過電子顕微鏡設置、マニュアル作成
（（独）労働安全衛生総合研究所と連携を図り、精度管理上の問題点抽出）

※ 現在石綿繊維計測が可能な施設は、全国で（独）労働安全衛生総合研究所 と
岡山労災病院の２ヶ所のみ

分析透過電子顕微鏡

国からの委託事業の実施

アスベスト関連疾患への取組

石綿繊維の一種アモサイト

アスベスト疾患センター等における
健診・相談件数

全国２５か所のアスベスト疾患センター等において実施
○健診件数・・・7,991件（H25年度）
（Ｈ17.9.1～Ｈ26.3.31件数：86,075件）
○相談件数・・・1,648件（H25年度）
（Ｈ17.9.1～Ｈ26.3.31件数：47,499件）

アスベスト小体計測の実施

○石綿肺がんの判断根拠となるアスベスト小体計測
を全国７か所のアスベス ト疾患ブロックセンター及び
３か所のアスベスト疾患センター計１０か所において
計185件実施（H25年度）
（H18～25年度件数：2,390件）

小体計測には特殊な技

術を要するため、石綿健

康被害救済制度におけ

る鑑別においては、労災

病院が実施医療機関と

して指定されている。

アスベスト疾患センター等の取組

アスベスト小体計測

「肺内石綿繊維計測精度管理等業務」の実施（環境省委託）

（ただし現時点では、岡山労災病院においては本委託事業への対応に限定）
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長時間労働がメタボリッ
クシンドロームを引き起
こす機序及びストレスに
与える影響の検討

宮城県亘理町における
東日本大震災が勤労者
に与えた健康障害の実
態調査

海外に駐在する日本人
勤労者の労働負荷調査

メンタルヘルス不調の
客観的診断法及び治
療と就労の両立支援の
研究

過労死

早期職場復帰促進のた
めの治療法の開発と疾
病の治療と就労を両立
させる主治医と職場との
協力体制の確立のため
のプログラム作成

就労継続のための短期
間入院で可能な低侵襲
手術法の開発

復職コーディネーターの
役割に関する研究

疾病の治療と

職業の両立支援

早期職場復帰・疾病
の治療と就労との両
立のための研究（が
ん、糖尿病、脳卒中）

過重労働による健康障

害防止のための研究

自殺予防のための不眠
スコア、脳血流量、ホル
モン分泌量測定による
「うつ病予備群」の客観
的診断法の確立

メンタルヘルス不調にお
ける治療と就労の両立
支援

インターネットを利用した
セルフチェック・システム
の普及活動

職場における
メンタルヘルス

産業中毒アスベスト
関連疾患

第 ２ 期 で 取 り 組 む 重 点 項 目

アスベスト関連疾患の

治療法の実用化

アスベスト関連疾患の

早期診断法の開発

アスベスト肺がん症例

の遺伝子変異の研究

石綿小体の肺内分布

に関する研究

産業中毒・職業性皮膚
疾患データベースの構
築

シックハウス症候群、特
発性環境不耐症の病態
解明

新たな労災疾病の早期診断・治療法の研究

●

●

● ● ●

●

●

●

●

●

●

●

労働基準法施行規

則別表第１の２の疾

病分類を基に１３の

研究分野を創設

01 職業性外傷

10 ﾒﾝﾀﾙﾍﾙｽ

12 ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ
両立支援

02 せき髄損傷

03 感覚器障害

04 物理的因子

05 筋・骨格系

06 振動障害

07 産業中毒

08 じん肺

09 過労死

11 働く女性

13 アスベスト

13分野
医学研究

評価シート（４）労災疾病等に係る研究・開発

労災疾病等に係る研究・開発及びその成果の普及の推進

●

●

●

労災疾病等１３分野医学研究とは １ 産業活動に伴い、依然として多くの労働災害が発生している疾病

２ 産業構造・職場環境の変化に伴い勤労者の新たな健康問題として社会問題化している疾病

３ 労災病院が現に所有している豊富な知見、スタッフ、設備等を活用し主導的な役割を果たすことが求められている分野

４ 民間医療機関では採算性等の観点から的確な対応が困難な分野

労災病院グループのスケールメリットを活かし産業保健

関係者とのネットワークを活用しながら、蓄積された多数

の労災疾病等に係る臨床データや疾病と職業の関連性

に係る情報を活用して について、早期診断法・予防法等の研究・開発、普及を行う

第２期： ２１年度 22年度・２３年度・２4年度第１期
(１６年度～２０年度) 研究開発計画策定・第１期成果の普及 計画に基づき臨床データ等の集積、評価・分析

資料０４－０1

２５年度
取りまとめ、普及
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評価シート（4）労災疾病等に係る研究・開発

労災疾病等に係る研究・開発及びその成果の普及の推進
分野名 ： アスベスト関連疾患

第１期
（平成１６年度～２０年度）

第２期 ：２１年度 ２２年度・２３年度・２４年度
研究開発計画策定・第１期成果の普及 計画に基づき臨床データ等の集積、評価・分析

中皮腫等のアスベスト
関連疾患の早期診断に
関する研究

［センター病院］
岡山労災病院

第２期 研究成果の普及活動件数

H21 H22 H23 H24 H25 合計

学会
発表
国内 ４０ ８２ ３９ ５６ ４３ ２６０

国外 ６ ９ １３ １４ １０ ５２

論文 和文 １４ ２４ ２６ ９ ２４ ９７

英文 ７ ２６ ２０ １３ ８ ７４

講演 ４４ ５６ ５６ ７０ ４８ ２７４

行政関係 ３７ ４５ ３５ ５９ １７６

メディア関連 ６ ４ ３ ５ １ １９

第２期研究テーマ

中皮腫等のアスベスト関連疾患の救
命率の向上を目指した早期診断・予
防法に係る研究・開発、普及

○中皮腫早期診断システムの確立に
関する研究・開発
○胸膜中皮腫に対する治療法の開発
に関する研究・開発
○悪性中皮腫腫瘍組織内の中皮腫
特異マーカーの分布と血清あるいは
胸水中マーカーの研究
○中皮腫、石綿肺がん、良性石綿胸
水、びまん性胸膜肥厚の症例のデー
タベース化研究

２５年度
取りまとめ、普及

【学会発表】
（国内）石綿救済法の新認定基準と留意事項（臨床）、第20回 石
綿・中皮腫研究会、2013年9月ほか
（国外）Biennial Meeting of the Pulmonary Pathology Society,
Grenoble, 2013年6月ほか
【論文】
（国内）アスベスト関連肺胸膜病変,画像診断,33（5）473-484,2013
年ほか
（国外）Extrapulmonary small cell carcinoma mimicking malignant
pleural mesothelioma, J Clin Pathol. 66（5）:450-451, 2013年ほか
【講演】
産業医学専門講習会、じん肺の健康管理、2013年 ほか
【行政関係】

石綿確定診断事業 ほか

○胸水ヒアルロン酸は中皮腫において、各種マーカーあるいは
SMRP（可溶型メソテリン関連蛋白）の中では実用性が高いこ
とを明らかにした。また、胸膜中皮腫診断において、複数の
マーカーの組み合わせにより診断精度が向上することを示唆し
た。
○肺内石綿小体数の分布は石綿肺、石綿肺癌、中皮腫の各
症例において上中下葉のうち差がないことを明らかにした。し
たがって、石綿肺癌認定の際に使用する
肺組織は上中下葉のどの部分でも良い
ことを提言した。

○第２期研究の研究報告書等を作成し、
HPに公開した。
○「アスベスト関連疾患 早期発見・早期診断の手引き」を改
訂、発刊し(写真)、悪性中皮腫の診断に関する最新の知見や
症例を紹介しており、石綿関連疾患診断技術研修等で活用さ
れている。
○「中国職業衛生能力強化プロジェクト」として、JICAからの
協力依頼を受け、前年度に引き続き、専門家を中国へ派遣す
ると共に、２５年１０月に中国人医師向けのじん肺・アスベスト
の本邦診断技術研修を実施した。さらに、北京において「日中
職業病研究学術シンポジウム」が２６年３月に開催され、主任
研究者が「中皮腫の臨床及び病理診断」について講演を行っ
た。この講演は中国において、「本疾患における診断・予防業
務の能力と水準を高めた」と、評価された。

資料０４－０２

研究成果及び普及活動

研究成果

平成25年度における普及活動
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評価シート（4）労災疾病等に係る研究・開発

労災疾病等に係る研究・開発及びその成果の普及の推進
分野名 ： 粉じん等による呼吸器疾患

第１期
（平成１６年度～２０年度）

第２期 ： ２１年度 ２２年度・２３年度・２４年度 ２５年度
研究開発計画策定・第１期成果の普及 計画に基づき臨床データ等の集積、評価・分析 取りまとめ、普及

じん肺に合併した肺が
んの早期診断法の研究

［センター病院］
北海道中央労災病院

第２期 研究成果の普及活動件数

H21 H22 H23 H24 H25 合計

学会
発表
国内 １１ １１ ６ ９ ８ ４５

国外 ２ ２

論文 和文 ５ ７ ９ １２ １６ ４９

英文 ３ １ ４

講演 １６ ２９ ３５ ２８ ４３ １５１

行政関係 ９ １４ １２ ２２ ５７

メディア関係 ２ １ １ ４

第２期研究テーマ

じん肺の労災認定に係る諸問
題についての研究―じん肺合
併症の診断及び管理区分４の
認定基準について―

○じん肺に合併した肺がんのモデル
診断法の研究

○じん肺合併症の現状と客観的評
価法に係る研究
○じん肺の労災認定に係る研究

【学会発表】

（国内）石綿関連疾患の労災認定基準について,第53回日本呼吸
器学会,2013年4月ほか
【論文】
（国内）石綿関連疾患診療の現状,呼吸器内科,23巻:361-367,2013
年ほか
【講演】じん肺のしくみと健康管理,北海道産業保健推進セン
ター,2013年ほか
【行政関係】労災認定に係る相談・意見書作成(北海道労働局）ほ
か

○ 胸部Ｘ線写真の経時サブトラクション法（ＴＳ法）は、じん肺所見
の強い例や肺門部や縦隔、横隔膜に重なる非肺野型肺がん診断
に有用であることが明らかとなり、現行のじん肺検診が肺がんの
診断に有効であることが示された。
○ 第２期の３年間に新たに発生した労災病院群のじん肺合併症
150例を詳細に検証したところ、肺がんが一番多く62例（41.3%）で
あり、次いで続発性気胸61例（40.7%）、肺結核14例（9.3%）、続
発性気管支炎10例（6.7%）、結核性胸膜炎3例（2.0%）であった。

○ 第２期研究の研究報告書等を作成し、HPに公開した。
○ 「中国職業衛生能力強化プロジェクト」として、JICAからの協力
依頼を受け、前年度に引き続き、中国人医師向けのじん肺・アス
ベストの診断技術研修を実施した（写真） 。さらに、中国へ本研究
の研究員である労災病院の専門医を派遣し、じん肺症例について
診断指導を行い、中国人医師の診断技術の向上に貢献した。

資料０４－０３

研究成果及び普及活動

研究成果

平成25年度における普及活動
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評価シート（4）労災疾病等に係る研究・開発

労災疾病等に係る研究・開発及びその成果の普及の推進
分野名 ： 高・低温、放射線等の物理的因子による疾患

第１期
（平成１６年度～２０年度）

第２期 ： ２１年度 ２２年度・２３年度・２４年度 ２５年度
研究開発計画策定・第１期成果の普及 計画に基づき臨床データ等の集積、評価・分析 取りまとめ、普及

職業性皮膚疾患により
離職を余儀なくされる
等の問題を解決するた
めの研究

［センター病院］
九州労災病院

第２期研究成果の普及活動件数

H21 H22 H23 H24 H25 合計

学会
発表
国内 ２ ５ ２ ５ ９ ２３

国外 １ １ ２

論文 和文 １３ ９ ３ ２ ３ ３０

英文 ２ ２

講演 ３ ３ １ ２ ９

行政関係 －

メデイア関連 ３ ４ ７○ 第２期研究の研究報告書等を作成し、HPに公開した。

○ 以前から産業医より要望の多かった職業性の皮膚障害
に関するガイドライン（「産業医・健診医のためのハンドブック
有機溶剤による皮膚障害」）を作成した（写真）。 【学会発表】

（国内）職業性皮膚疾患のアンケート調査と職業性皮膚疾患NAVI,
第43回日本皮膚アレルギー接触皮膚炎学会総会,2013年11月ほ
か
（国外）Establishment of registration system for occupational skin
diseases in Japan, 6th International Conference on Occupational
and Environmental Exposure of Skin to Chemicals, Amsterdam,
The Netherlands, 2013年6月
【論文】
（国内）職業関連疾患の現状と対策 職業性皮膚疾患,日本臨
牀,72巻2号：271-275, 2014年ほか

第２期研究テーマ

職業性皮膚疾患の診断、
治療、予防のためのデー
タベース構築に係る研究・
開発、普及

○職業性皮膚疾患起因物質情
報収集のための職業性皮膚疾
患ネットワークの構築に関する
研究・開発

○職業に関連した皮膚疾患の多くは湿疹等の非特異的なもの
が多いため、一般の皮膚科医や産業医は原因の特定が困難
であることが多い。
このため本研究では、原因物質とその症状について症例検索
でき、接触性皮膚疾患についての文献等も検索できるシステム
である職業性皮膚疾患NAVIを開発した。平成24年度にスマー
トフォン、タブレット対応に改良し（写真）、登録会員数5,532名
（平成26年3月末時点）、月平均アクセス数は約740件となって
いる。
職業性皮膚疾患NAVIの登録症例数は25年2月末と比較し257
件から315件に年々増加している（平成25年11月時点）。

資料０４－０４
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評価シート（4）労災疾病等に係る研究・開発

労災疾病等に係る研究・開発及びその成果の普及の推進
分野名 ： 化学物質の曝露による産業中毒

第１期
（平成１６年度～２０年度）

第２期 ： ２１年度 ２２年度・２３年度・２４年度 ２５年度
研究開発計画策定・第１期成果の普及 計画に基づき臨床データ等の集積、評価・分析 取りまとめ、普及

産業中毒の迅速かつ効
率的な診断法に係る研
究

［センター病院］
関西労災病院

第２期 研究成果の普及活動件数

H21 H22 H23 H24 H25 合計

学会
発表

国内 １２ ８ ８ ５ １６ ４９

国外 ３ ２ ３ ２ ５ １５

論文 和文 ３ ４ ２ ４ ８ ２１

英文 ６ ２ ２ ４ ２ １６

講演 ２ ４ ７ ４ ３ ２０

行政関係 ３５ １９ １１ ３６ １０１

メディア関連 －

○ 第２期研究の研究報告書等を作成し、HPに公開した。
○ 第1期研究で構築したHP 「産業中毒データベース」について
は、海外の許容濃度等最新の情報を適宜更新している。
○ JICAの 「中国職業衛生能力強化プロジェクト」として、平成２６

年３月に、北京において「日中職業病研究学術シンポジウム」が
開催され、主任研究者が「産業中毒（胆管がん）」について講演を
行った（写真）。

【学会発表】
（国内）シクロヘキサン曝露の生物学的モニタリング指標、第41回産業中
毒・モニタリング研究会,2013年10月ほか
（国外）Psychological burden on the developing process of idiopathic
environmental intolerance among patients,2013国際室内空気質学会
(International Society for Indoor Air Quality and Climate
ISIAQ2013),Basel, Switzerland,2013年8月ほか
【論文】
（国内）化学物質による障害,日本臨床,.72(2):216-220,2014ほか
（国外）Toxicity of arsine gas is induced via inhalation route of its
exposure but not via percutaneous route in hairless mice,J Toxicol
Sci,39(2):301-310,2014年ほか
【講演】職場における化学物質による健康障害－シックハウス外来も含め
て－,西宮市労災指定医協会,2013年ほか
【行政関係】化学物質のリスク評価検討会(厚生労働省・労働基準局､
2013年ほか

第２期研究テーマ

産業中毒の迅速かつ効
率的な診断法に係る研
究・開発、普及

○低濃度化学物質曝露
による健康障害の実態と
診断に関する調査研究

○ 低濃度化学物質曝露による健康障害を訴えてシックハウス
診療科を受診したシックハウス症候群（SHS）あるいはシックビル
ディング症候群（SBS）、特発性環境不耐症（IEI）患者約200名を
対象とし、検討した。
○ その内、全体を通した診断結果は、SHS・SBS疑い60％、IEI
疑い40％であった。
○IEI、SHS・SBS症状を呈する者に対する瞳孔反応検査、滑動性
眼球追従運動検査（SPEM検査）の診断的有用性については、以
前から議論がなされていたが、本研究の結果、上記2種の神経眼
科学的検査の陽性率は非常に低く、診断的有用性に乏しいこと
を明らかにした。
○ ヒ素をはじめとして、さまざまな産業、環境化学物質の曝露指
標の評価方法を開発した。

資料０４－０５
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評価シート（4）労災疾病等に係る研究・開発

労災疾病等に係る研究・開発及びその成果の普及の推進
分野名 ： 振動障害

第１期
（平成１６年度～２０年度）

第２期 ： ２１年度 ２２年度・２３年度・２４年度 ２５年度
研究開発計画策定・第１期成果の普及 計画に基づき臨床データ等の集積、評価・分析 取りまとめ、普及

振動障害の客観的な
診断法の確立のための
研究

［センター病院］
山陰労災病院

第２期 研究成果の普及活動件数

H21 H22 H23 H24 H25 合計

学会
発表
国内 １ １ １ ６ ３ １２

国外 ２ ２

論文 和文 １ ２ ２ ３ ８

英文 １ ４ ５

講演 １ １ １ １ １ ５

行政関係 ３８ １２ ６ ２ ５８

メディア関連 －

○ 振動障害の症状には、末梢神経障害及び循環障害が
あるが、同様の症状を呈する他の疾病との客観的鑑別は
困難であるため、評価法について検討を行った。
①末梢循環障害の評価法に関する検討：
振動障害のレイノー現象有は、第2～5指でFSBP％値が有
意に低下した。
②同時に多数の指のFSBP％を測定出来るマルチチャンネ
ル・プレスチモグラフィーに関する検討：
振動障害患者は対照群と比較して4指全て（第2～5指）で
FSBP％値が有意に低下した。
③末梢神経障害の評価法に関する検討：
・force choice method(リオン社製）の振動覚閾値検査では、
第2指で振動障害、頸部脊髄症、頚椎症性神経根症、手根
管症候群、糖尿病で高値の傾向であった。
・von Bekesy（HVLab社製）の振動覚閾値検査では、第2指

で振動障害、頸部脊髄症、手根管症候群、肘部管症候群
で高値の傾向であった。
④電流覚閾値検査に関する検討：
振動障害、頸部脊髄症は2,000Ｈｚ、250Ｈｚで高値の傾向
が見られたが、5Ｈｚではその傾向は見られなかった。

以上より測定部位を考慮した振動覚閾値検査、電流覚閾
値検査は、振動障害と糖尿病、手根管症候群、肘部管症
候群等の末梢神経障害の鑑別に役立つ可能性が示唆さ
れた。

○ 日本で最も普及している、実地診療の教科書として使
用されている「今日の治療指針」の振動障害分野において、
分担執筆を行った。（右図【論文】（国内）参照）。

【学会発表】

（国内）振動障害の診断におけるマルチチャンネル・プレチスモグラフ
イーを用いた冷却負荷指血圧測定の妥当性,第６１回日本職業・災害
学会,2013年11月ほか
【論文】
（国内）環境・職業性因子による疾患,振動障害:961-962,今日の治療
指針2014,医学書院
振動障害の最近の話題-ＦＳＢP%を中心にして-,日本臨床,72巻2号：
253-258,2014年ほか
【講演】振動障害研修,林野庁,2013年
【行政関係】療養補償給付及び休業補償給付不支給処分取消請求
事件において国（被告側）の証人としての証言 (高知地方裁判所）ほ
か

第２期研究テーマ

頚部脊髄症、頚椎性神経
根症、絞扼性神経障害、
糖尿病がFSBP％値(手
指冷却後の手指血圧測
定）に及ぼす影響に関す
る研究

○振動障害の末梢神経
障害の客観的評価法に
係る研究

資料０４－０６
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評価シート（4）労災疾病等に係る研究・開発

労災疾病等に係る研究・開発及びその成果の普及の推進
分野名 ： 業務の過重負荷による脳・心疾患（過労死）

第１期
（平成１６年度～２０年度）

第２期 ： ２１年度 ２２年度・２３年度・２４年度 ２５年度
研究開発計画策定・第１期成果の普及 計画に基づき臨床データ等の集積、評価・分析 取りまとめ、普及

過重労働による健康障
害防止のための研究

［センター病院］
東北労災病院

第２期 研究成果の普及活動件数

H21 H22 H23 H24 H25 合計

学会
発表

国内 ８ １５ １８ ２３ １９ ８３

国外 ３ ５ ６ １１ ５ ３０

論文 和文 １９ １３ １０ １６ １７ ７５

英文 ２ １ １ ２ ２ ８

講演 ２８ １２ １０ ２３ ２７ １００

行政関係 １ ３ ４

メディア関係 ２ ８ ４ ９ １１ ３４

○ 東日本大震災において甚大な被害を受けた宮城県亘
理町の住民の調査により、脳・心臓疾患イベント発症の関
与因子について検討した。予測因子は、特に微量アルブミ
ン尿のリスク比が2.3倍と高値であり、年齢等の他の因子
に比べ、有意であることが示唆された。

○ さらにまた、復興業務を行う行政職員においては一般
住民に比し、血圧の著しい上昇が見られた。今後の健康被
害が予想されるため、長期的なフォローが必要である。

○ 一般男性事務職員における調査において、長時間労
働による職業ストレスと健康障害との関連について検討し
たところ、時間外労働に、さらに質的職業ストレス（裁量権、
強いられた労働か否か）が負荷されることで、酸化ストレス
が亢進し、血管内皮機能障害が重篤となる可能性が示唆
された。

○ 長時間労働による心血管リスクに関して、中国人男性
勤労者においても検討したところ、日本人と同様に量的、
質的職業ストレスが、糖尿病や高血圧リスクになる可能性
が示唆された。

○ 第２期研究の研究報告書等を作成し、HPに公開した。

○ 新聞紙面において、「生活と高血圧」を連載（釧路新
聞）し、また宮城県亘理町における被災ストレスと高血圧の
関連についての報告（讀賣新聞）をし、高血圧の基礎知識
及び予防法について啓発した。

第２期研究テーマ

過労死の予防に向けての
調査研究

○労働、心理ストレスと脳、
心臓疾患発症の関係に関
する亘理町コホート研究

○過重労働が健康障害を
引き起こす機序の解明に関
する研究

○長時間労働と脳、心臓疾
患発症の関連に関する日中
共同研究

【学会発表】
（国内血圧の季節変動の機序―正常血圧と軽度血圧上昇者の
相違,第36回日本高血圧学会総会,2013年10月ほか
（国外Long working hours is associated with increased risk of
diabetes in urban male Chinese workers: The Rosai Karoshi
Study,国際糖尿病学会（International diabetes federation 2013）,
メルボルン,2013年12月ほか
【論文】
（国内）血管機能の非侵襲的評価法に関するガイドライン,循環
器疾患の診断と治療に関するガイドライン2013ほか
（国外）Skill underutilization is associated with an increased risk
for hypertension: The Watari Study, J Occup Health, J Occup
Health [2014年3月4日 Epub ahead of print]ほか
【講演】高血圧予防のための生活習慣病,仙台市青葉区保健福
祉センター家庭健康課,2013年ほか
【行政関係】働く市民の健康づくりネットワーク会議委員委託（仙
台市健康福祉局健康増進課）ほか

資料０４－０７
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評価シート（4）労災疾病等に係る研究・開発

労災疾病等に係る研究・開発及びその成果の普及の推進
分野名 ： 身体への過度の負担による筋・骨格系疾患

第１期
（平成１６年度～２０年度）

第２期 ： ２１年度 ２２年度・２３年度・２４年度 ２５年度
研究開発計画策定・第１期成果の普及 計画に基づき臨床データ等の集積、評価・分析 取りまとめ、普及

職業性腰痛へのストレ
スの影響等に関する研
究

［センター病院］
関東労災病院

（

第２期 研究成果の普及活動件数

H21 H22 H23 H24 H25 合計

学会
発表
国内 １８ １９ １０ ８ ３ ５８

国外 ２ ３ ２ ２ ６ １５

論文 和文 １２ １４ １２ １７ ２０ ７５

英文 ５ ３ １ ８ １０ ２７

講演 １５ １４ １８ １７ ４２ １０６

行政関係 １ １

メディア関係 ７ ６ ６ ８ １７ ４４

【学会発表】

（国内シンポジウム女性の心の痛みとストレスの関係「腰痛と肩凝
り」、第42回日本女性心身医学会学術集会 2013年 7月ほか（国
外）Biomechanical analysis of low back load when sneezing（く
しゃみを契機とする腰部への負荷に関する研究）,PREMUS
2013,Busan, Korea,2013年7月ほか
【論文】
（国内）21世紀型の腰痛の捉え方とアプローチ－エビデンスを踏まえ
た最近の話題,週刊日本医事新報,4658：40-47,2013年ほか
（国外）Psychometric properties of the Japanese version of the
Fear-Avoidance Beliefs Questionnaire (FABQ).,J Orthop Sci. ,19
（1）：26-32：2014年ほか
【講演】２１世紀の腰痛対策～秘訣は”これだけ体操”～（脊柱管狭窄
症と骨粗しょう症の話題も含めて,横浜市主催,2013年
【行政関係】JICA職業衛生能力強化プロジェクト
【メディア関係】NHK クローズアップ現代 「腰痛 ２８００万人時代
～変わる“常識”～」2013年7月2日 放送ほか

第２期研究テーマ

職場における腰痛を代表とす
る筋・骨格系疾患の発症の要
因の解明に係る研究・開発、
普及

○第1期調査JOB study（日
本の職場における腰痛の疫
学的研究） によるデータベー
スの解析

○心理的要因の世界標準調
査票の日本語版開発（Cross-
cultural validation）

○ 腰痛の85％は非特異的腰痛（原因を特定しきれない腰
痛）と言われている。前向き研究である約5,000件のJOB
studyにより、仕事に支障を来たす腰痛の発生には、過去の腰
痛歴、持ち上げ作業が頻繁なことが関与し、さらに心理的・社
会的要因（特に職場の人間関係のストレス等）が強く影響する
ことが明らかとなった。特に心理面からのアプローチでは、うつ
の治療のみならず、fiear-avoidance beliefｆ（不安－回避思考）
が重要な要因であることがわかった。
○ 腰痛に関する心理的要因の世界標準調査票の日本語版
を開発し、整形外科(雑誌）へ発表した。（右下【論文(国外）参
照】

○ 第２期研究の研究報告書等を作成し、HPに公開した。

○ 全国の産業保健推進センターにおいて、産業保健従事者
に対し講演を行い、腰痛対策および腰痛予防について普及を
行った。また、新聞、雑誌、インターネット、ＴＶ等各種メディア
を通じて（写真）当研究で得た知見を広めた。

○ さらに、２６年３月に北京で開催されたJICA主催の 「中国職

業衛生能力強化プロジェクト」のシンポジウムにおいて、主任
研究者が職業病である腰痛の予防活動について講演を行っ
た。

資料０４－０８
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評価シート（4）労災疾病等に係る研究・開発

労災疾病等に係る研究・開発及びその成果の普及の推進
分野名 ： せき髄損傷

第１期
（平成１６年度～２０年度）

第２期 ： ２１年度 ２２年度・２３年度・２４年度 ２５年度
研究開発計画策定・第１期成果の普及 計画に基づき臨床データ等の集積、評価・分析 取りまとめ、普及

業務（頚椎伸展時作
業）と頚部脊柱管狭窄
症との関係に関する研
究

［センター病院］
中部労災病院

第２期 研究成果の普及活動件数

H21 H22 H23 H24 H25 合計

学会
発表

国内 ８７ ８２ ７１ ９２ ３９ ３７１

国外 １６ １１ ２１ ２４ ２１ ９３

論文 和文 １２ ６ １１ １３ １８ ４８

英文 １５ １７ １６ ２０ １３ ８１

講演 １２ ２０ ２６ ３７ ２０ １１５

行政関係 －

メディア関係 ３ ４ １ １ ９

○ 頚椎部脊柱管狭窄症は非骨傷性頸髄損傷や頚椎症性脊
髄症を引き起こす疾病であるが、その異常の程度を形態学的
に評価するのは困難なことがある。そこで健常日本人の頚椎
標準値の設定を行った。単純Ｘ線による前弯度は加齢ととも
に増加することが明らかとなり（写真）、MRIによる頸椎椎間板
変性度を改良Pfirrmann分類に基づいて評価すると、頸椎全

体の椎間板変性度も加齢とともに進行することが明らかと
なった。

○ ついで、健常者の年代別腰椎形態のＭＲＩ検査による標
準値の設定も行った。

○ 第２期研究の研究報告書
等を作成し、HPに公開した。
○ 学会発表、医師研修会、
セミナーなどにおいて、研究結果
および研究で得られた知見を臨床の
場に情報提供をした。
○ 海外学会での賞受賞

2013年5月、フランス ボルドーに
て開催された29th Annual meeting o
f Cervical Spine Research Society
European sectionにおいて、2013
Mario Boni Award (Best Oral Presentation)を、2012年アムス
テルダムで開催された28thに引き続き、2年連続で受賞した。

【学会発表】
（国内）非骨傷性頸髄損傷の予防法と早期治療体系の確立に係わる研
究・開発、普及：第2期のまとめと頚椎alignmentの再評価、第61回日本職
業・災害学会,2013年11月ほか
（国外）Cervical disc morphology observed by MRI in 1211 asymptomatic
subjects,E-CSRS 29th Annual
Meeting,Bordeaux,France,2013年5月ほか
【論文】
（国内）無症候性頸椎の矢状面アライメントと前後屈可動域,Journal of
spine research,4(4)：874-878, 2013年ほか
（国外）Standard values and aging variation of quantifiable tests for
cervical myelopathy: 10 second grip and release test, 10 second step
test and grip power, Orthop Sci,. 13(4):509-513,2013年ほか
【講演】頸椎・頸髄損傷について、平成25年度自賠責保険研修会、2013
年ほか
【メディア関係】脊椎・脊髄疾患と健康寿命のポイント、朝日新聞朝刊
2013年7月30日掲載

第２期研究テーマ

MRIによる日本人の脊椎・脊
髄形態の研究・開発、普及

○非骨傷性頚髄損傷の予防
法に関する研究・開発

○MRI計測による日本人の腰
椎形態に関する調査研究

資料０４－０９

研究成果及び普及活動

研究成果

平成25年度における普及活動
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評価シート（4）労災疾病等に係る研究・開発

労災疾病等に係る研究・開発及びその成果の普及の推進
分野名 ： 働く女性のためのメディカル・ケア

第１期
（平成１６年度～２０年度）

第２期 ： ２１年度 ２２年度・２３年度・２４年度 ２５年度
研究開発計画策定・第１期成果の普及 計画に基づき臨床データ等の集積、評価・分析 取りまとめ、普及

働く女性の健康問題に
関する研究

［センター病院］
和歌山労災病院
愛媛労災病院
中部労災病院

第２期 研究成果の普及活動件数

H21 H22 H23 H24 H25 合計

学会
発表

国内 ９ ８ ９ １２ １４ ５２

国外 １ １ １ ３ ３ ９

論文 和文 ４ ８ ２ ７ ５ ２６

英文 ２ １ ３

講演 ２８ ４４ １２ １７ ２７ １２８

行政関係 ７ ４ ３ １４

メディア関係 １０ １９ ８ １０ ９ ５６

○ 更年期の勤労女性におけるホル

モン補充療法においては、特にほてり
（血管運動系の症状）の改善に有効であることが明らかと
なった。

○ 交替勤務を行う看護師を対象にした日内リズムの検討
（コルチゾールの経時的な測定による）においては、女性
は男性と異なり、日内リズムの位相が早まることが明らか
となった。コルチゾール値の日内リズム変化は血液及び唾
液中においても濃度ともに同様であり、検体としての唾液
の有用性が明らかとなった。

○ 働いている女性外来受診者の、ストレスの客観的指標
として加速度脈派を用いたところ、疲労においてはその有
用性が示唆された。
○ 介護者における抑うつ傾向（GDSスコア）は、女性介護

者の方が男性介護者よりも強く、また、非就労者の方が就
労者よりも強いものの、男性介護者においては、女性介護
者に比し客観的ストレスマーカーである唾液中クロモグラ
ニンA（CgA）が上昇しており、男性介護者は精神的ストレス
を自覚していない可能性があることが考えられた。

○ 第２期研究の取りまとめとし
て「研究報告書」等を作成し
（写真）、ＨＰに公開した。
○ 産業保健推進センターと
連携し、更年期障害や月経
関連障害のＱＷＬに及ぼす
影響などについて、勤労女性
や事業者に対し研修会や講
習会を開催し、啓発を行った。

第２期研究テーマ

働く女性の月経関連障害及び更年期
障害のQWL（Quality of Working
Life)に及ぼす影響に係る研究・開発、
普及

女性の深夜・長時間労働が内分泌環
境に及ぼす影響に関する調査研究

働く女性のストレスと疾病発症・増悪
の関連性に関する調査研究

働く女性における介護ストレスに関す
る研究：女性介護離職者の(負担)軽
減を目指して

【学会発表】
（国内主観的な健康状態に及ぼす生活習慣と職場ストレス対処行動
の影響,第86回日本産業衛生学会,2013年5月ほか
（国外Effect of the night shift work on disturbing the circadian
rhythm of cortisol, cortisone and DHEA in Female Nurses , 第95回ア
メリカ内分泌学会 , サンフランシスコ ,2013年6月ほか
【論文】
（国内）女性外来における加速度脈波を用いた疲労測定,日本職業・
災害医学会学会誌,61(3):175-179,2013年ほか
（国外）Correlations between mood/anxiety disorders and working
environment, occupational stress, health-related QOL, and fatigue
among working women, Japanese Journal of Occupational Medicine
and Traumatology, 61（6）：360-366、2013年
【講演】ストレスと疾病発症・増悪の関連性 , 和歌山産業保健推進連
絡事務所 , 2013年ほか

資料０４－１０

研究成果及び普及活動

研究成果

平成25年度におけ
る普及活動
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評価シート（4）労災疾病等に係る研究・開発

労災疾病等に係る研究・開発及びその成果の普及の推進
分野名 ： 勤労者のメンタルヘルス

第１期
（平成１６年度～２０年度）

第２期 ： ２１年度 ２２年度・２３年度・２４年度 ２５年度
研究開発計画策定・第１期成果の普及 計画に基づき臨床データ等の集積、評価・分析 取りまとめ、普及

職場におけるメンタル
不調予防・診断に関す
る研究

［センター病院］
横浜労災病院
東京労災病院

第２期 研究成果の普及活動件数

H21 H22 H23 H24 H25 合計

学会
発表

国内 １０ １３ １３ ８ １６ ６０

国外 １ ４ １ １ ７

論文 和文 ３ １０ ８ ５ １４ ４０

英文 －

講演 ９１ 150 157 157 173 ７２８

行政関係 １０ ２１ １６ １４ ６１

メディア関係 ９７ ９４ 105 147 114 ５５７

○ 第２期研究の研究報告書
等を作成し、HPに公開した。
○ 事業場における復職可
判断の客観的な判断のため
のガイドとして、「治療と仕事
の「両立支援」メンタルヘルス
不調編」を公刊(写真)した。

○ 全国の産業保健推進セン
ターと連携し、 Mental-Rosai
のデモンストレーションを行い、
勤労者や事業主に向けて普
及を行った。

【学会】

（国内）睡眠の問診から、うつ病、生活習慣病等の早期発見を図る ,
第20回日本産業精神保健学会 ,2013年8月ほか
（国外）Effect of the “MENTAL-ROSAIⅡ” web-based stress
check program on promoting motivation for stress management ,
第5回アジア健康心理学会,ソウル ,2013年8月
【論文】
（国内）特論 勤労者のうつ病，自殺の現状と対策,日本臨牀,72(2)：
328～332,2014年ほか
【講演】これからのメンタルヘルス―職場におけるうつ病等の予防と
就労支援のために―（12都市開催2013-14年）ほか
【行政関係】精神部会（労災補償・認定に係る）における意見書取り
纏め（香川労働局長賞受賞2013年）ほか

【メディア関係】健康新聞（四国新聞社）こころの健康講座連載ほか

第２期研究テーマ

勤労者の抑うつ、疲労の
客観的指標に関する研
究・開発、普及

インターネットを用いた勤
労者のためのメンタルヘ
ルスチェックシステム
“Mental-Rosai”の有用
性に関する研究

○ 勤労者のうつ病等の早期発見には、自覚的な「うつ」につ
いての問診だけでは不十分であり、日常生活機能（身体・精
神）、不眠（ＩＳ：insomnia score）、コルチゾール／ＤＨＥＡ比
等に着眼することが重要であることを明らかにした。また、睡
眠不足は、生活習慣病、慢性の痛み（頭痛・腰痛）の危険因
子であることも検証した。
○ 勤労者のメンタルヘルスを多様な角度から把握できる自
己チェックシステムである “Mental-Rosai”の利用が、メール
相談や受診のきっかけとなり、早期治療、さらには離職防止
等につながる有効なツールとなった事例もある。
○ “Mental-Rosai”の利用者アンケートを行ったところ、利
用前に比べ、ストレス対処の実施意欲を示す勤労者の増加が
示された。

資料０４－１１

研究成果及び普及活動

研究成果

平成25年度における普及活動
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評価シート（4）労災疾病等に係る研究・開発

労災疾病等に係る研究・開発及びその成果の普及の推進
分野名 ： 騒音、電磁波等による感覚器障害

第１期
（平成１６年度～２０年度）

第２期 ： ２１年度 ２２年度・２３年度・２４年度 ２５年度
研究開発計画策定・第１期成果の普及 計画に基づき臨床データ等の集積、評価・分析 取りまとめ、普及

視力障害を引き起こす
可能性のある糖尿病勤
労者の就業実行に資
する研究

［センター病院］
大阪労災病院

研究成果及び普及活動 第２期 研究成果の普及活動件数

H21 H22 H23 H24 H25 合計

学会
発表
国内 １７ １３ １８ ２４ ２１ ９３

国外 １ ２ ３

論文 和文 ２ ３ ８ ３ １６

英文 １ １ ２ ２ ６

講演 ９ １ ２ ２ １４

行政関係 －

メディア関係 １ ２ ６ ９

○ 第２期研究の研究報告書等を作成し、HPに
公開した。
○ 第52回日本網膜硝子体学会総会(写真）等、
各種学会にて、研究成果を積極的に発表した。

【学会発表】
（国内空気タンポナーデの有無による層状黄斑円孔に対する25
ゲージ硝子体手術成績の比較 , 第67回日本臨床眼科学会, 2013
年11月ほか
【論文】
（国外）Hyperautofluorescent ring in eyes with macular holes. ,
Clin Ophthalmol.,7:1609-14,2013年ほか
【講演】チャレンジ・硝子体手術, アルコン 2013ほか
【メディア関係】糖尿病網膜症と硝子体手術について
読売新聞、2014年1月5日掲載

第２期研究テーマ

網膜硝子体疾患による急性
視力障害に対する治療法の
研究開発

○低侵襲硝子体手術に関
する研究・開発、普及

○適切な治療期間に関する
患者の意識調査

○ 勤労者の高齢化に伴い、糖尿病の患者が増加しており、
糖尿病網膜症の合併による就労の支障が懸念されている。
その対策として本症が重症化する前に、硝子体手術を早期
に行うことの有効性を明らかにした。
○ また、手術の低侵襲化における入院期間の短縮は勤労
者にとって極めて重要であるので、より細い手術器具（20G
から25G）の使用に変更することにより、入院期間が下図の
ごとく著明に短縮し、早期職場復帰が可能となった。

研究成果

平成25年度における普及活動

各治療群における入院期間
＊は統計学上で有意差があることを示す。

（日）

資料０４－１２
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評価シート（4）労災疾病等に係る研究・開発

労災疾病等に係る研究・開発及びその成果の普及の推進
分野名 ： 勤労者の罹患率の高い疾病の治療と職業の両立支援（糖尿病）

糖尿病に罹
患した勤労
者の治療と
職業の両立
を支援する
ための研究

［センター病院］
中部労災病院

研究成果及び普及活動 第２期 研究成果の普及活動件数

H21 H22 H23 H24 H25 合計

学会
発表
国内 １ ２ ２ ３ ８

国外 ２ ２

論文 和文 ２ ３ ５

英文 －

講演 １ ３ １０ １４

行政関係 １ １

メディア関係 １ ２ ２ ３ ２ １０

○ 第２期研究の研究報告書等を作成しHPに公開した。
○ 平成23年度に引き続き、勤労者医療フォーラム
「就労と糖尿病治療の両立～Patient-Centeredケア

システムを目指して」を平成26年1月開催（約300名参加）した。糖尿病患者の両立支援
の現状や課題、展望などについて、意見・情報交換の場となった。

【学会】
（国内）就労と糖尿病治療両立の実態―全
国アンケート調査報告― ,第61回日本職業
災害学会学術総会, 2013年11月ほか
（国外）Study of the support of compatibility
between work and medical care and of
return to work in diabetic patients in Japan ,
国際糖尿病連合国際会議2013（IDF）,メルボ
ルン ,2013年12月ほか
【講演】就労と糖尿病治療の両立を目指し
て , 山梨産業保健推進連絡事務所 ,2013年
ほか
【メディア関係】成功する地域連携シリーズ
（糖尿病編）
糖尿病診療地域連携和歌山方式による2人
主治医制の推進、DVD作成ほか

○ 高齢化に伴い罹患率の高くなる疾病は、勤労者の治療と就労との両立について、問
題となる領域である。特に糖尿病の合併症は網膜症、腎症、末梢神経障害など多様で
あり、両立には特別の配慮が必要である。
○ 企業を対象とした糖尿病合併勤労者に関する全国レベルでの大規模調査を行った。
その結果、医療機関と企業間及び糖尿病合併勤労者と企業の産業保健スタッフ間で、
病態に関する連携の不足が明らかとなった。また、HbA1c値の判定基準に企業間でば
らつきが大きいことも明らかとなった。
○ 今後は、両立支援手帳とガイドライン(下図）を完成することにより、両立支援のモデ
ル事業を行う予定である。

研究成果

第２期研究
テーマ

治療と就労の
両立・職場復
帰支援（糖尿
病）の研究・開
発、普及
○企業におけ
る糖尿病患者
の実態に関す
る調査研究
○治療と就労
の両立・職場
復帰支援（糖
尿病）ガイドラ
インに関する研
究

第１期
（平成１６年度～２０年度）

第２期 ： ２１年度 ２２年度・２３年度・２４年度 ２５年度
研究開発計画策定・第１期成果の普及 計画に基づき臨床データ等の集積、評価・分析 取りまとめ、普及

資料０４－１３

医師
看護師
管理栄養士

事
業
場
・
労
働
者
に
向

け
た
糖
尿
病
の
早
期
発

見
・
早
期
受
診
の
啓
発

講演 受診・診断 ケースカンファレンス
両立支援手帳 評価

安定期療 養 期初 診 時啓発・
受診勧奨

労働者
（患者）

※合併症に関して
眼科医・透析医と
診断情報共有

医師
（主治医）

患者から基本情
報を収集

※医師（主治医）は
面談情報を共有

患者に医師と看
護師から支援事
業の説明を行い、
同意を得る

面談

看護師

説明と同意・情報収集
MSWと看護師が患者
の詳細情報を収集看護師

MSW ※医師（主治医）は
面談情報を共有

医師 看護師 MSW

病態・症状、仕事・勤務状
況支援方針の検討・決定

※ケースに応じ、眼科医、
透析医、視能訓練士、管理
栄養士、薬剤師が参加

インスリン治療と糖尿病合併症の管理指導
ﾌｫﾛｰｱｯﾌﾟ

医師 薬剤師
看護師ほか

経過観察

支援者
自己評価

受益者
評価

労働者
（患者）

事業場
（産業医等）

措置実施

医師 看護師 MSW
措置指示

助言
管理栄養士 薬剤師

報告

実施指示

報告

職場復帰・両立支援の流れ（糖尿病分野）

措置要望

平成25年度における
普及活動
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評価シート（4）労災疾病等に係る研究・開発

労災疾病等に係る研究・開発及びその成果の普及の推進
分野名 ： 勤労者の罹患率の高い疾病の治療と職業の両立支援（がん）

第１期
（平成１６年度～２０年度）

第２期 ： ２１年度 ２２年度・２３年度・２４年度 ２５年度
研究開発計画策定・第１期成果の普及 計画に基づき臨床データ等の集積、評価・分析 取りまとめ、普及

がんに罹患した勤労
者の治療と職業の両
立を支援するための
研究

［センター病院］
東京労災病院

第２期 研究成果の普及活動件数

H21 H22 H23 H24 H25 合計

学会
発表
国内 １９ １ ３

２３

国外 ９ ９

論文 和文 ８ ３ １ １２

英文 １１ １１

講演 ２ ２ ３ ４ ２ １３

行政関係 ３ １ ４

メディア関連 ２ １ １ ３ １ ８

○ 医学の進歩により患者の5年
生存率は50％以上となっているが、い

まだにがん治療後の離職率が高いことが問題となっている。
○ 本研究において、500名余りのがん患者（乳がん、大腸が

ん、肝臓がん）の調査による離職の実態およびその要因につ
いて検討した。離職率は癌腫により異なるが、乳がん11％、大
腸がん20％、肝臓がん24％であった。離職の理由としては、

がん治療と就労の両立の困難、会社側の対応、治療内容に
関する不安、などのがんに関連する社会的要因および心理的
要因が60％であり、就労を促進するためには、これらの点に
ついて支援の必要があると考えられた。
○ このため、まず上記3種類のがん患者を対象にした、がん
治療と就労両立支援のガイドライン(写真1)を作成した。本マ
ニュアルの特徴は、がん患者の就労に至る過程を3段階に分
け、MSWらによる、支援を行うものであるが、現在までにモデ
ル事業として17例試行している。今後の課題としては、それぞ

れの癌腫の症例数を増やすこと、及び胃がん、肺がんなどを
対象にした新たなマニュアルの作成である。

第２期研究テーマ

がん罹患勤労者の就労に
関する研究・開発、普及

○ 第２期研究の研究報告書等を
作成し、HPに公開した。
○ 冊子「がんの治療と就労
両立支援」を作成・配付(写真２）
した。
○ これまでの研究成果や調査
研究をもとに「勤労者医療フォー
ラム市民公開講座～仕事とがん
の治療～」を開催した。

【講演】がんの治療と就労 両立支援について,がんの治療と就労
両立支援 勤労者医療フォーラム,2013年11月2日
【行政関係】「治療と職業生活の両立等の支援に関する検討会」、
厚生労働省 労災補償部,2011年2月29日～2012年6月14日
「第１回がん患者・経験者の就労支援のあり方に関する検討会」
厚生労働省健康局,2014年2月
【メディア】治療と就労の両立支援の研究・普及、開発活動主旨,あ
さひView,2013年5月号

写真２

資料０４－１４

表紙部分拡大

写真1

研究成果及び普及活動

研究成果

平成25年度における普及活動
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評価シート（4）労災疾病等に係る研究・開発

労災疾病等に係る研究・開発及びその成果の普及の推進
分野名 ： 四肢切断、骨折等の職業性外傷

第１期
（平成１６年度～２０年度）

第２期 ： ２１年度 ２２年度・２３年度・２４年度 ２５年度
研究開発計画策定・第１期成果の普及 計画に基づき臨床データ等の集積、評価・分析 取りまとめ、普及

労働災害による重度
損傷手に最大限の機
能回復を得るための研
究

［センター病院］
燕労災病院

第２期 研究成果の普及活動件数

H21 H22 H23 H24 H25 合計

学会
発表
国内 ７ ８ ６ ５ ２ 28

国外 ４ ２ ３ 9

論文 和文 １ ５ ３ １ １ 11

英文 ２ １ １ 4

講演 ２ ３ ３ ２ 10

行政関係 １ １ ２ 4

メディア関係 １ １ 2
○ 第２期研究の研究報告書等を作成しHPに公開した。

○ 労働災害防止の啓発のため、事業者、労働者向け「上
肢の職業外傷に対する治療と社会復帰」を作成(写真)した。

指の構造と労災の事例例を通して治療についても詳しく説
明をした。

○ 適切な治療を選択する為のガイドとして、医療従事者
向けに「職業性四肢損傷・切断の再建手術に関する症例
集」を作成(写真)した。

【学会発表】
（国内）Zone 3,4 屈筋腱皮下断裂に対する腱移植を併用した腱移
行術の治療成績, 第56回日本手外科学会学術集会, 2013年4月ほ
か
（国外）Tendon transfer and bridge tendon graft for subcutaneous
flexor tendon rupture in zone 3 and 4, 第68回 ASSH Annual
Meeting , アメリカ合衆国 サンフランシスコ , 2013年10月ほか
【論文】
（国内）職業性四肢挫滅損傷及び外傷性切断に対する治療法に関
わる研究・開発・普及 , 日本職業災害医学会会誌 ,62（4）、2014
年
【講演】手・手指の骨折,職員研修講義,三条労働基準監督署, 2013
年ほか
【行政関係】障害認定業務研修会講義「職業性四肢挫滅損傷およ
び外傷性切断に対する治療」(三条労働基準監督署)ほか

第２期研究テーマ

職業性の四肢の挫滅損
傷及び外傷性切断に対
する治療法及び地域医療
連携体制の構築に係る研
究・開発、普及

○手指外傷に対するスコ
アリングシステムの再構
築及び症例集の作成

○切断指（肢）再接着に
関する調査研究

○ 第１期研究では、手指の外傷に
おける重症度スコア（HISS）が有用で

あることを示した。第2期研究では、血管損傷因子の程度を
加味した修正HISSを作成し検討したところ、本スコアの妥
当性が示唆された。

○ 高齢者に対する切断指再接着の成績は若年者の成績
との間で有意差はなく、年齢のみで再接着術の適応を決
定すべきでないことが明らかとなった。

○ 指尖切断再接着術においては、従来の動脈吻合のみ
でも瀉血を併用すれば良好な成績を得られることを明らか
にした。また、静脈吻合も追加することが可能であれば瀉
血のリスクを回避し、より安定した治療成績が期待できるこ
とが示された。

資料０４－１５

「表紙部分拡大」
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評価シート（4）労災疾病等に係る研究・開発

労災疾病等に係る研究・開発及びその成果の普及の推進
分野名 ： 職場復帰のためのリハビリテーション

第１期
（平成１６年度～２０年度）

第２期 ： ２１年度 ２２年度・２３年度・２４年度 ２５年度
研究開発計画策定・第１期成果の普及 計画に基づき臨床データ等の集積、評価・分析 取りまとめ、普及

早期職場復帰を可能と
する各種疾患に対する
リハビリテーションに関
する研究

［センター病院］
九州労災病院

第２期 研究成果の普及活動件数

H21 H22 H23 H24 H25 合計

学会 国内 ２ ４ ３ １０ ７ ２６

国外 －

論文 和文 ３ ５ ２ ７ ３ ２０

英文 ２ １ １ １ ４

講演 ３ １ ３ ３ ７ １７

行政関係 １ １

メディア関連 ３ １ １ ２ ７

○ 脳血管障害の職場復帰率は、現在も１／３程度である。上・
下肢麻痺だけでなく、失語などの脳機能障害やうつ的症状、さら
に肩関節痛など脳血管障害に起こる特有の身体的合併症が、職
場復帰の阻害要因となる。加えて本人の復職意欲や企業の判断
などといった社会的要因も関与しており、総合的な復職システム
の構築が求められている。

○ 急性期病院において、早期退院が求められている中では、専
門スタッフ（医師・スタッフ・MSW等）による早期の復職支援が必須
である。入院早期より復職支援を行った場合の退院１年半後を検
証したところ、行わない場合と比べて高い復職率が得られた（表
1）。また、脳血管障害者に見られる易疲労性（体力低下）は復職
における強い阻害因子であることが明らかとなり（表2）、今後の
課題であることが示唆された。

第２期研究テーマ

早期職場復帰を可能とす
る各種疾病（特に脳血管障
害）に対するリハビリテー
ションのモデル医療の研
究・開発、普及

【学会】
（国内）脳血管障害の職業復帰モデルシステム研究・開発 , 第61
回日本職業・災害学会,2013年11月ほか
【論文】
（国内）脳卒中患者の復職はどのようにしたらよいの？－医療の
立場から－ , 季刊ろうさい , 19巻秋号：1-9、2013年
（国外）Functional and occupational characteristics predictive of
a return to work within 18 months after stroke in Japan:
implication for rehabilitation., Int Arch Occup Environ Health.
[2013年5月16日Epub ahead of print]
【講演】地域リハビリテーションの重要性と実情 , 熊本地域リハビ
リテーション支援協議会, 2014年ほか
【行政関係】治療と職業生活の両立等の支援対策事業の委員と
して活動(平成25年度厚生労働省労働基準局委託事業)

リハビリテーションスタッフの支援の有無と退院１年半後の復職率

易疲労性の有無と復職率

P<0.01

P<0.01

○ 第２期研究の研究報告書等を作成し、HPに公開した。
○日本職業・災害学会での発表（脳血管障害の職業復帰モデ
ルシステム研究・開発）等、積極的な普及活動を行った。

（表1）

（表2）

資料０４－１６

研究成果及び普及活動

研究成果

平成25年度における普及活動

3333



労災疾病等に係る研究・開発及びその成果の普及の推進

ホームページアクセス件数（H25年度）

５６１，０６５ 件

》労災疾病等13分野研究普及サイト http://www.research12.jp/》 ※研究報告の詳細は、「労災疾病」と検索すれば御覧になれます。

日本職業・災害医学会等関係学会において、１３分野研究・開発テーマに関し、
中期目標期間中のトータルで国外２６件以上、国内１３０件以上（分野ごとに国
外２件以上、国内１０件以上）の学会発表を行うこと。

評価の視点

医療機関を対象としたモデル医療情報、事業者や勤労者を対象としたモデル予
防法情報などを掲載したデータベース（ホームページ）のアクセス件数を中期目
標期間の最終年度において２０万件以上得ること。【H２５年度計画：４２万件以上】

評価の視点

○「病職歴データベース」を用いた検討
労災病院では、昭和59年から入院患者の職業歴と病歴を調査し、病職歴データベース（病
職歴DB）として登録しており、そのデータは平成26年2月までに病歴情報約290万人（延べ約
550万件）、職歴情報約180万人（延べ約290万件）である。

平成24年度に、オフセット印刷業に従事していた労働者に若年性胆管がんが発生し社会問
題となったことを契機として、病職歴DBを活用し、胆管がんと職歴との関係や、発症リスクと
される疾病、生活習慣病との関係等を検討したところ、経年的には胆管がん患者は増えてい
るが、若年（50歳未満）発症の増加は見られず、また有機溶剤を使用している可能性のある
製造業においても特に増加は認められなかった。

全国労災病院における入院24時間以内死亡（急死）例について検討した。急死数は年々増

加しており、男女別では男性に多く、その死因は脳心血管系（48.9％）が一番多かった。また、

今回の検討において癌関連死の頻度も高く、終末期医療の問題点が浮き彫りになった。

・

・

・

その他の労災疾病研究について

学会発表件数（H21年度～H25年度） 論文掲載件数（H21年度～H25年度）

・首都圏のA社の従業員を対象として、勤労者のメンタルヘルスを多様な角度から把握できる

“Mental-Rosai”を利用してもらい、利用前後にアンケートを行った。毎日の生活で起こるスト

レスを減らすための努力をしているかを尋ねたところ、「今もしていなし、これから先もするつ

もりはない」と回答した意欲のない人の割合が減少し、「始めようと思う／実行している」と回

答した人の割合が増え、利用前に比べ、ストレス対処の実施意欲を示す勤労者が増加した。

・腰痛保持者の割合が高い高齢者福祉施設で働くさまざまな腰痛状況の介護士１３８名を対
象に、「これだけ体操」を習慣化する仕組みを作り、１年後の状況を調査したところ、対照群と
比較して統計学的に有意に改善度が高かった。

・入院早期より専門スタッフ（医師・リハビリ技師・MSW等）による復職支援を行った場合の、

退院１年半後を検証したところ、行わない場合と比べて高い復職率が得られた。

○勤労者のメンタルヘルス分野

労災疾病等１３分野医学研究成果の実践例

○身体への過度の負担による筋・骨格系疾患分野

○職場復帰のためのリハビリテーション分野

分野名 アクセス件数（H２５年度）

①職業性外傷 44,336
②せき髄損傷 117,494

１３分野研究テーマ別ホームページ訪問数内訳

③感覚器障害 2,147
④物理的因子による疾患 16,182
⑤筋・骨格系疾患 21,926
⑥振動障害 35,279
⑦産業中毒 14,182
⑧呼吸器疾患 211,756

⑫職場リハ・両立支援 10,007
⑬アスベスト関連疾患 6,764

⑨脳・心臓疾患（過労死） 2,357
⑩メンタルヘルス 15,634
⑪働く女性 4,2070

100
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H21 H22 H23 H24 H25

国外

国内
（件数）（件数）

（203）

（57）

260

325
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英文 和文

（件数）
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184
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171

（132）

（39）

250.266
316.682

420.631
472.759

561.065
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（千件）

中期目標期間中合計

国外250件、国内1,196件

資料０４－１７
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勤労者の仕事に関する悩み、不安へのアドバイス
○専門の医師・カウンセラーによる「電話相談」、「メール相談」

２５年度計画 ２５年度実績
２２，０００人以上

○メンタルヘルスに関する勤労者向け・管理者向け講習会

２５年度計画 ２５年度実績
１７，０００人以上

○休職中の従業員に対する面談数 １０５件
○復職後の従業員に対する面談数 １９０件
○休職に至らないメンタルヘルス不調者に対する面談数

５８件
○連携先企業に対する面談数
・管理監督者 １５８件
・産業保健師等産業保健スタッフ １２１件

○職場訪問による一般従業員、管理監督者、事業主への
メンタルヘルスに関する啓発活動 １４５回

○平成２５年６月に、これまでの試行事例を取り纏

めた活動実績集を作成し、全国の労災病院、産

業保健推進センター等に情報提供

評価シート（５）過労死予防等の推進

過労死予防等の推進①（３つの事業）
資料０５－０１

○中期目標期間中に、勤労者の過労死予防対策の個別又は集団指導が延べ７６万人以上実施されたか
○中期目標期間中に、勤労者女性に対する保健師による生活指導が延べ２万人以上実施されたか
○中期目標期間中に、勤労者のメンタルヘルス不調予防対策の勤労者心の電話相談が延べ１１万人以上、講習会が１万２千人以上実施されたか
○メンタルヘルス不調者への職場復帰支援体制が整備されているか

評価の視点

職種や勤務実態等を踏まえた個別又は集団指導
○医師・保健師・管理栄養士・理学療法士による各種指導
○疾病に関する予防、症状改善を目的とした各種指導

２５年度計画 ２５年度実績
１５２，０００人以上

計画達成率
１０７．３％

女性が安心して働くための医療面からのアドバイス
○医師、保健師による女性特有（月経不順等）の健康不調に関する
指導・相談

２５年度計画 ２５年度実績
４，０００人以上

勤労女性の健康管理対策過労死予防対策

１６３，１３５人 ９，０５６人

計画達成率
２２６．４％

メンタルヘルス不調予防対策

計画達成率
１３６．２％

計画達成率
１２５．９％

２９，９６６人

２１，４０５人

「職場訪問型職場復帰支援」を試行

企業と連携し、メンタルヘルス不調者の職場復帰を支援

更に勤労者・
事業場のニーズ
に応えるため

平
成

年
度
か
ら
、
「
治
療
就
労
両
立
支
援

モ
デ
ル
事
業
」
を
実
施

26

3535



評価シート（５）過労死予防等の推進

過労死予防等の推進②（利便性の向上）

勤労者の利便性の向上を図るため、指導・相談等の実施時間帯の設定が配慮されているか評価の視点

○勤労者の利用しやすい時間外、休日に指導・相談等を実施

平成２５年度

時間外、休日の指導・相談等
実施件数５，１２７件

平成２４年度
実施件数４，４０１件

○時間外、休日の指導・相談等の実施

○出張による研修会・講習会等を実施

平成２５年度

企業や地域イベントへの
出張回数９９６回、参加５６，０１２人
平成２４年度実績
出張回数９９１回、参加５３，４８８人

○全国展開する企業との連携
（労災病院ネットワークの活用）

全国展開する複数の企業に対し、点在する支店等
に当該地域の労災病院スタッフが延べ３３回出張し
１，５６６人に相談・指導を実施。

○企業・地域イベント等への出張による研修会・講習会

勤務時間外や
休日に行って
欲しい！

職場で行って

欲しい！

勤

労

者

の

利

便

性

の

向

上

利用者や

企業の声

前年比
１１６．５％

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

20年度 21年度 22年度 23年度 24年度 25年度

２５年度
利用者満足度

９１.７％

中期目標

利用者の８０．０％以上から
有用であった旨の評価を得る

目標を１１．７ポイント
上回る

利

用

者

の

評

価

資料０５－０２

時間外、休日における件数
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資料０６－０１

○ 四肢・脊椎の障害、中枢神経麻痺患者に対するチーム医療の推進及び職業リハビリテーションセンターとの連携等により、医学的に職場・自宅復帰可能である退院患者
の割合が８０％以上確保されたか。［医療リハビリテーションセンター］
○ 外傷による脊椎・せき髄損傷患者に対するチーム医療の推進及びせき髄損傷者職業センターとの連携等により、医学的に職場・自宅復帰可能である退院患者の
割合が８０％以上確保されたか。［総合せき損センター］
○ 医療リハビリテーションセンター及び総合せき損センターにおいては、患者満足度調査において、それぞれ８０％以上の満足度を確保したか。

■社会復帰率
９６．６％（２５年度） ８６．７％（２４年度）
■患者満足度
９１．４％（２５年度） ８８．８％（２４年度）

■医療リハビリテーションセンター
の社会復帰のために、身体機能の回復等と日常

生活が可能なレベルまでのリハビリテーションを実施。 四肢・脊椎障害
者、中枢神経麻痺患者等の全身管理が必要な患者に特化して、

診療、リハビリテーション及び退院後のケアまで一
貫して実施。

■総合せき損センター
せき髄損傷 からリハビリーテーション、退
院後のケアまで一貫して実施。緊急患者搬送のためヘリポートも
併設。また、各種セミナーや を通じて、
せき損医療を外部へ発信。

評
価
の
視
点

県外からの患者受入
平成１６年度以降８ヵ国（インド・ベトナム 等）
以上から２６名の外国人医師の研修受け入れ
2５年度実績 ２名（ベトナム１名、タイ１名）リハビリ患者全体の約 ４６％

◆障害者自立援助機器等の研究・開発などの工学的技術支援を実施

１．社会復帰率、患者満足度及びその他の取組み

■社会復帰率
８０．０％（２５年度） ８０．２％（２４年度）
■患者満足度
８５．０％（２５年度） ８７．０％（２４年度）

せき損医療
の海外への
普及

医用工学研究の取組

評価シート（6）医療リハ・せき損センターの運営

医療リハビリテーションセンター及び総合せき損センターの運営状況 ①

一
般
商
品
化
に
よ
り

全
国
に
広
く
普
及

・軽い力で操作でき、直進、
左右のカーブも安定して
使用可能。

国立病院機構
南岡山医療センター

新 規 開 発25年度

・中心性脊髄損傷による

不全麻痺者を対象。

歩行介助機能により、体

重を免荷せずに自然な動

きの中で自立歩行に近い

訓練が可能。

・国際福祉機器展H.C.R.2013
・2013国際ロボット展

・ロボット産業マッチングフェア
北九州2013他 計８会場にて出展

との共同開発

25年度 研究開発品の出展
総合せき損センター

広く全国
から受入れ

医療リハ

【例１】横押し型携帯酸素用キャリー

25年度 特 許 承 認
総合せき損センター

【例２】歩行介助ロボット

社会復帰率
患者満足度
ともに
目標値８０％
以上達成
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背景・現病歴

資料０６－０２

２．連携の強化

（独）労働者健康福祉機構
吉備高原医療リハビリテーションセンター

（独）高齢・障害・求職者雇用支援機構
国立吉備高原職業リハビリテーションセンター

３．社会復帰・職場復帰リハビリテーションへの２５年度の具体的な事例（総合せき損センター）

21歳時にスポーツ中の転落により、頚髄損傷を受傷

職場の理解が得られ、配置転換、職場環境の整備、せき損センターにおける職場復帰に向けたアプ
ローチにより、再就労を果たした。

家庭復帰に
むけて

職場復帰に
むけて

頚髄損傷後、印刷業の機械オペレーターから事務職へ配置転換され、受傷前と同じ職場へ復帰した事例事 例

社会復帰

職場復帰

生活指導

職場訪問 ◆担当リハスタッフ・医用工学部・改修業者ともに、職場を訪問し職場担当者と話合
◆身体状況の理解を得るとともに、職場環境の整備内容を提案

職場環境整備

年12回以上実施

運営協議会（１回）、職業評価会議（１２回）及びＯＡ講習（４件）の実施による連携の強化

◆スタッフによる家屋調査、問題点の抽出を実施、住宅改修を行った。
◆リハビリテーション部と看護部の連携により、病院内生活において日常生活の自立をサポート

自動車の
移乗練習

住宅改修（トイレ・浴室）

職場訪問（ドアの開閉・作業環境の確認）

チーム医療

チーム医療
◆排泄管理→家族の協力を得るため、排便時の介助法を指導

◆通勤に不可欠な自動車関連動作の練習（自家用車の改造、移乗及び操作練習）

◆日常的な長時間座位・リハビリなど、職場復帰に耐えうるように体力強化

◆皮膚（褥瘡）管理→職場内への休息用のベッドの配置を提案

医師、事務、リハ技師、看護師、ＭＳＷ等 が参加

職場復帰

社会復帰率
の向上

医療リハ入院中の患者を職業リハ
へ通所させて、効率的・効果的な
リハビリテーションを実施

退院後の職業リハでの
職業訓練プログラムへ
スムースに移行

短期課程の

職業訓練など

評価シート（6）医療リハ・せき損センターの運営

医療リハビリテーションセンター及び総合せき損センターの運営状況②
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評価シート（７）労災リハビリテーション作業所の運営

労災リハビリテーション作業所の運営
資料０７－０１

「整理合理化計画等」（平成１９年１２月２４日閣議決定）を踏まえ、労災リハビリテーション作業所については、
在所者の退所先の確保を図りつつ、縮小、廃止に取り組んでいるか。
※作業所数８施設 在所者数８１名（平成１９年１２月末現在） → 作業所数１施設 在所者数２名（平成２６年３月末現在）

労働災害（業務災害又は通勤災害）により、せき随等に障害を受けた者で自立更生をしようとする者が入所、社会復帰に
必要な生活・健康・作業等の管理を行い、社会復帰を支援することを目的。

評価の視点

在所者に対して
・社会復帰プログラムの作成
・四半期毎のカウンセリング
・就職情報の提供
・退所先の確保 等
の支援を実施

１ 社会復帰支援

平成２５年度
退所者8人中
７人が社会復帰

退所者全員が
希望先へ退所

北海道
作業所

広島
作業所

平成20年
3月末廃止

千葉
作業所

平成24年
1月末廃止

福井
作業所

平成24年
9月末廃止

愛知
作業所

平成25年
2月末廃止

宮城
作業所

福岡
作業所

平成26年
2月末廃止

長野
作業所

平成27年度末廃止
にむけて準備中

【平成２５年度】
２ 順次廃止
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ニーズ調査や相談員の評価・意見を反映した効果的・効率的な研修の実施

産業保健推進センター等における専門的研修への取組と成果等

・産業保健関係者に対する研修を年度計画3,200回以上実施（中期目標期間中延べ17,000回以上実施）

・利用者８０％以上から有用であった旨の評価

・人材育成業務について、具体的な取組状況を明らかにした上で評価を行っているか

資料０８－０１

○専門的研修： ４，６４８回

○受講者数： １５４，７０２人
計画達成率

145.3％を確保

4,648

（年度計画３，２００回）

評価の視点

○連携促進に重点を置いた研修
事例を通じて事業場内スタッフの連携や安全
衛生委員会の効果的な運営に関する研修
・産業医と保健師、看護師の連携の進め方
・衛生委員会と職場巡視の効果的な進め方

○実践的研修
事例検討、職場巡視による実地研修、ロール
プレイング等の双方向参加型の研修

○シリーズ研修
衛生管理者、労務担当者等を対象とした体系
的な技法を付与することを目的とした研修

○過重労働による健康障害防止対
策及びメンタルヘルス対策：

1,646回

○その他時宜を得たテーマの研修
「東日本大震災関連」、「胆管がん関連」、
「アスベスト関連」、「新型インフルエンザ
等の感染症」 など

○夜間・土日の開催 ： 914回

○都道府県庁所在地
以外での開催 ： 1,126回

○地域産業保健センター
との共催 ： 77回

研修体系 ニーズの把握
～重点的テーマを取り上げた研修～

利便性の確保

評価シート（08）産業保健関係者に対する研修・相談及び産業保健に関する情報の提供

中期目標期間中の研修実施回数
22,970回（達成率135.1％を確保）

研修の有益度：９４．５％

＜研修利用者からの主な評価内容＞
○実践に役立つ良い内容
○事例を取り入れたわかりやすい研修
○ディスカッションやロールプレイングを取り入れた
研修形式
○他の事業場の担当者と交流できた

目標値８０％以上を達成
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産業保健推進センター等における相談・情報提供事業への取組と成果等

・産業保健関係者からの相談：年間計画19,000件以上
（中期目標期間中に延べ72,000件以上）
・利用者８０％以上から有用であった旨の評価

専門的相談

資料０８－０２

○産業医学、労働衛生工学、メンタルヘルス等多様な分野

の専門家の確保

○HP、メールマガジンを活用した積極的な勧奨

○研修終了時の相談コーナーの設置

産業医等に対する専門的相談 ： ３１，３６８件

（計画達成率165.1％を確保）

そのうち、

メンタルヘルスに関する相談：21,652件

☆中期目標期間中の相談件数：184,675件

（達成率256.5％を確保）

・ホームページのアクセス件数：１８５万件以上

（中期目標期間中９００万件以上）

・ホームページ、メールマガジン、情報誌等通じた広報・普及

・地域の産業保健関係者のための総合情報センターとして機能

○メールマガジン内容の充実及びメール
マガジン読者の拡大
→メールマガジン延べ配信件数

562,854件
→メールマガジン更新回数 7,708件

○HP掲載情報の充実

HPアクセス件数：2,168,976件
（計画達成率117.2％を確保）

☆中期目標期間中の
HPアクセス件数：9,172,934件
（達成率101.9％を確保）

評価の視点情報提供

56万

評価の視点

2,168,976

1,776,7711,814,5211,871,203

1,541,463

評価シート（08）産業保健関係者に対する研修・相談及び産業保健に関する情報の提供

相談の有益度：９７．６％

＜相談利用者からの主な評価＞
○回答が明確でわかりやすい
○親身になって、丁寧に教えてくれる
○専門的な相談に対応してもらえる
○迅速に対応してくれる

目標値８０％以上を達成
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20年度 21年度 22年度 23年度 24年度 25年度

運営費交付金 3,550 3,029 2,705 2,441 2,078 1,788

削減額 － 521 845 1,109 1,472 1,762

削減率 － ▲14.7% ▲23.8% ▲31.3% ▲41.5% ▲49.6%

中期目標期間の最終年度において、平成20年度実績に比べて運営費交付金（退職手当を除く。）の概ね３割削減を図ること。
（平成19年12月2１日付け政策評価・独立行政法人等評価委員会からの勧告の方向性）

評価の視点

既に平成23年度末で、
3割削減は達成済

産業保健推進センター等における運営費交付金の削減状況
資料０８－０３

評価シート（08）産業保健関係者に対する研修・相談及び産業保健に関する情報の提供
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資料１０－０１

評価シート（１０）未払賃金の立替払

未払賃金の立替払
企業の倒産により未払いとなった賃金・退職金のうち、一定範囲を事業主に代わって支払う制度

（「賃金の支払の確保等に関する法律」に基づく ）

・労働者のために、請求書の受付日から支払日までの期間について、平均３０日以内が維持されているか

・労働者のために、適正かつ効率的な運営が図られているか

・制度を適正に運営していくために、求償権の行使に関する事業主等への通知、適宜適切な裁判手続きへ参加等が行われているか

平成25年度計画 平成25年度実績

○立替払の迅速化 ：２５日以内 → 実績１５．１日（前年度比 2.2日短縮）

○立替払金の累積回収率： 実績２５．２％（前年度比 0.3ポイント上昇）

支払日数の年度別推移

日

評価の視点

【立替払金回収のための具体的な取組】
最大限確実な回収を図るため、機構の業務手引（国の債権管理法に準拠）
において定期的に実施する必要のある全ての事業主等に対して、
求償通知、弁済督励等を実施するとともに裁判所の破産手続に確実に参加
・ 求償通知 → 3,893回（全事業場に通知）
・ 裁判所への債権の届出 → 1,431回
・ 債権承認書、弁済計画書の提出督励 → 4,311回
・ 弁済計画不履行事業所に対する弁済督励 → 413回
・ 売掛金債権等の財産差押 → 3事業所

【立替払迅速化のための具体的な取組】
[１] 大型請求事案等については、直接担当者が現地へ出向き、破産管財人
（弁護士）等との事前審査を行い、請求準備を個別指導

[２] 最高裁及び全国の地裁に協力要請 Ｈ２５年度：２６地裁（裁判官47名、書記官119名）
H22年度：2地裁、H23年度：6地裁、H24年度：7地裁
（累計：41地裁 裁判官80名、書記官192名）

[３] 全国の都道府県弁護士会で研修会を実施し、破産管財人証明の留意点等を説明

累積回収率の年度別推移

％

研修会の年度別実施状況

※ 埼玉（H23・H24）・石川（H23・H25）
で実施している。

― 平成２３年度実施

― 平成２４年度実施

― 平成２５年度実施

平成２２年度 平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度

１ 弁護士会 ７ 弁護士会 １０ 弁護士会 ２６ 弁護士会

過去最高

過去最短平成２５年度：２６弁護士会で研修会実施
弁護士１,２６８名含む１,７７４名が参加

（累計：44弁護士会 弁護士2,927名含む約4,130名が参加）

支払の迅速化
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平成２４年度に遺族（補償）給付が決定した遺族（３，６４５人）等へパンフレット等を用いて納骨堂の紹介を行うとともに、平成２５年度は
新たに各労働局及び事業主、労働者が多く集まる労働災害防止協会全国大会でパンフレット（約４，０００部）の配布を行い、事業周知に努め
た。

評価シート（１１）納骨堂の運営

納骨堂（高尾みころも霊堂） 資料１１－０１

満足度調査の結果、遺族等から「慰霊の場にふさわしい」との評価が９０％以上得られたか。

労働災害（業務災害又は通勤災害）による殉職者の御霊を合祀するため、高尾みころも霊堂を設置、運営。
毎年秋に遺族及び労使関係者を招いて「産業殉職者合祀慰霊式」を開催。

評価の視点

１ 満足度調査

満足度調査結果

慰霊式参列者及び霊堂参拝者から

「慰霊の場にふさわしい」との評価を得る。

産業殉職者合祀慰霊式
平成25年１０月２８日開催
（参列者数６５４人）

式場内高所へ
TVﾓﾆﾀｰを
増設し設置

休憩場所
（２７０席）
の設置

●足の悪い母と来たのですが、休憩場所が
多く設置してあり、とても助かりました。

●式場内の高い場所にＴＶモニターが沢山
あり、慰霊式の進行状況が手に取るよう
にわかり、今年は非常に良かった。

２ 事業周知

高尾みころも霊堂 【新たな取り組み】

日々の環境整備等に加え、
慰霊式では要望が多かった
下記の取り組みを実施

９１．１％
対目標
＋１．１Ｐ

参列者の声
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※金額欄の数字は四捨五入の関係で一致しないことがある。

労災病院においては、勤労者医療の中核的役割を的確に果たしていくため、収支相償を目指してきたこれまでの取組を更に前進させ、診療体
制・機能の整備により無理なく自前収入による機器整備、増改築を行うことができるような経営基盤の強化を図るとともに、整理合理化計画及び
勧告の方向性を踏まえ、経済状況に関する事情を考慮しつつ、平成２８年度を目途とした繰越欠損金の解消に向け、投資の効率化、人件費の

労災病院については、中期目標期間中に計画的に経営改善を図るため、経営改善目標を策定し、その目標を実現するために適切な措置を講
じたか。また、その結果、世界的な金融危機に伴う厚生年金基金資産減少等の外的要因を除いた欠損金は、着実に解消に向っているか。

中 期
目 標

平成２５年度実績

平成２４年度 平成２５年度

当期損益 3億円

臨時損益 △5億円

経常収益 2,802億円

経常費用 2,793億円

評価シート（13）予算、収支計画及び資金計画

労災病院における経営基盤の確立①〔２５年度実績〕
資料 １３－０１

経常損益 8億円

経常収益 2,810億円
（対前年度 ＋8億円）

経常費用 2,835億円
（対前年度 ＋42億円）

臨時損益 △15億円
（対前年度 △ 9億円）

当期損益 △40億円
（対前年度 △43億円）

－平成２１年度以来の経常損益におけるマイナス計上－

《平成25年度における損益悪化の要因》

【収益】 【対前年増減額】

・診療単価の増 ６６億円
※上位施設基準の取得、高度な手術件数の増、化学療法件数の増等

・患者数の減 △５８億円
※長期入院患者の退院促進、ｸﾘﾆｶﾙﾊﾟｽの見直し、感染症等による患者調整、外来診療実日数の減

等

【費用】
・給与費の増(健康保険料率の改定増を含む) ２６億円

・医療材料費の増 １９億円

・医師等謝金の増 ８億円

・燃料費・光熱水費の増(原油価格高騰、電気料単価増） ７億円

・消耗備品費の増 ２億円

・雑役務費の増 ７億円

・退職給付費用の減 △３３億円

・減価償却費の増 ４億円

《平成25年度中における取組》

■年度前半の実績を鑑み、下半期の収支差確保に向けた具体的な行動計画を盛り込
んだ「年間経営目標」の策定を指示するとともにフォローアップを実施
→ 下半期において926百万円の支出削減（うち投資的経費608百万円を含む。）を計画

■25年度中の投資的経費の縮減(執行停止・繰延等)を指示
→ 1,082百万円の削減（上記608百万円を含む。）

■共同購入の実施
・医療機器の国立病院機構との共同購入 → 8機種16台で519百万円の削減
・医療材料及び高額手術材料の共同購入
→新たにPTA(経皮的血管形成術)関連分野を対象拡充 → 168百万円削減
・後発医薬品の共同購入品目の拡大 → 32品目追加
・労災病院グループにおけるリース調達物件の共同入札を２回実施 → 132百万円削減

評価の
視 点

経常損益 △25億円

（対前年度 △34億円）
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※繰越欠損金の主な発生原因
① 世界的な金融危機に伴う年金資産の減少に伴う退職給付費用の増 △約 ２３４億円
② 独立行政法人移行に伴う資産の再減価償却 △約 １４０億円 ③ 廃止労災病院の累積損失額 △約 ７１億円

繰越欠損金が計上されている場合、その解消計画の妥当性について評価されているか。当該計画が策定されていない場合、未策定の理由
の妥当性について検証が行われているか（既に過年度において繰越欠損金の解消計画が策定されている場合の、同計画の見直しの必要性
又は見直し後の計画の妥当性についての評価を含む）。

評価の
視 点

国費に依存しない労災医療を支えるためにも、地域医療を含め活発な医療を展開するとともに以下の取組を実施する。

繰越欠損金の解消に向けた取組

○退職給付費用の削減

・厚生年金基金の見直しによる

評価シート（13）予算、収支計画及び資金計画

労災病院における経営基盤の確立②〔繰越欠損金の解消に向けて〕 資料 １３－０２

【収入】
○地域の医療計画に則した病床

機能分化への適切な対応

○診療報酬改定への迅速な対応

・施設基準の取得・維持

【支出】
○医療諸費の削減

・後発医薬品の採用拡大

・医療材料の共同購入

○業務諸費の削減

・医療機器の共同購入

・労災病院グループのリース

調達物件を集めた共同入札
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労災病院については、経営基盤の確立に向けて本部の
施設運営支援、経営指導等が効果的に行われたか。

評価の視点

評価シート（１２）業務運営の効率化

業務運営の効率化①
資料12－01

【４月入院患者数】

対前年度 △２．８％

【８月累計入院患者数】

対前年度 △３．３％
【７月累計収支差】
対前年度 △２４億円

【臨時的要因の存在】
(医師の異動、病棟移転・感染
症発生に係る患者制限 等)

～ 今後の動向を注視 ～

【7/9 経営改善推進会議】

収入が前年度を下回っている
病院を中心に

13病院からのヒアリングを決定

【10/15 経営改善推進会議】

「新たな経営目標」の策定

問題点の把握 要因 分析 対 応

H26.2.4
収支差確保に向けた、収入確保・支出削減を指示

９
月

（１） 現下の取組

平成２５年度における本部ガバナンス（施設運営支援、経営指導）

【９月累計入院患者数】
対前年度 △３．２％
【８月累計収支差】
対前年度 △３２億円

【9/10 経営改善推進会議】

ヒアリングの総括

7/29～8/9 13病院からヒアリングを実施

H25.9.13
「平成２５年度計画収支差確保に向けた取組につい
て」を全病院に通知し、計画収支差の達成を指示

【患者確保対策（例）】
・救急隊を訪問し、受入可能な重症疾患を具体的に明示する
・市民公開講座、セミナー開催、医師会のがん検診等への参加

【収入確保対策（例）】
・手術室運用効率化（手術可能枠の増加）による手術件数向上
・患者個人の状況に応じた栄養指導、服薬指導

【職員の意識改革等（例）】
・緊急診療科ヒアリングﾞを実施し、各科ごとに目標を設定
・ＤＰＣ分析、医療材料費削減の専門家の活用

○13病院の取組内容から取組漏れがないか、運営
状況をチェック
○13病院の診療機能、地域事情等を踏まえて、本
部に集積された他の労災病院の対応方法等から
取組内容を選択して指導

５
月

【11月以降～ 経営改善推進会議】
累計患者数及び収支差を把握しつつ対応
「新たな経営目標」のフォローアップ

【第１四半期入院患者数】

対前年度 △３．３％
【５月累計収支差】
対前年度 △１．９億円

７
月

10
月

11
月以
降

H25.10.25
「新たな経営目標」達成に向けた取組を指示
・新入院患者の確保
・救急搬送患者の積極的受入

・後発医薬品の採用促進
・投資的経費の節減 等

【第４四半期入院患者数】
対前年度 △０．４％

【２５年度累計入院患者数】
対前年度 △２．4％
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資料12－02

【地域の状況及び病院機能に応じた病床数の見直し】

○平均在院日数の短縮に係る入院患者の減、医師確保の
動向等踏まえ、ダウンサイジングが必要とされた 病院に
見直しを指示

○病床数の見直しによる人件費及びランニングコストの減

【その他 (26年度新規取組事項)】

○経営改善推進会議を頻回開催し、診療報酬改定、病床機能分化への対応策についてきめ細かく指導

○各病院の患者数を週１回の報告から、毎日報告とし、タイムリーな指導・助言を行う。

○特に経営が悪化している病院に本部から経営改善チームを派遣

【経営監の新設】

○民間の経営ノウハウを学ぶために経団連から招聘し、新たな
視点から経営改善に関する助言を受ける体制の整備

・青森 病床数： 355床 → 305床 （△50床）

・燕 病床数： 300床 → 249床 （△51床）

（２） 中長期的な取組

平成２５年度における本部ガバナンス（施設運営支援、経営指導）

H26.4.1～ 病床数を見直し

労災病院については、経営基盤の確立に向けて本部の
施設運営支援、経営指導等が効果的に行われたか。

評価の視点

評価シート（１２）業務運営の効率化

業務運営の効率化②

【参考】医療の質の向上に必要な増員に伴う増収効果（例）

・入院基本料（７対１と10対１の差額）： 年間約7,600万円／100床当たり

・理学療法士１名増員効果（リハビリテーション料、初期・早期加算、リハ
ビリテーション総合計画評価料）：年間約1,100万円／技師1名当たり

H23 H24 H25 H26

増員数 ＋547 ＋493 ＋386 ＋144

医 師 ＋ 29 ＋ 5 ＋ 23 ＋ 20

看護師 ＋518 ＋438 ＋224 ＋ 90

医療職 ± 0 ＋ 50 ＋139 ＋ 34

内

訳

△242

【適正な人員配置】

○医業収入増加のための上位施設基準 の取得
高度な医療提供体制を要件とする基準の取得には
医療従事者の配置が必要

○平成２６年度は増収効果が確実に見込まれるものに限定
して増員し、 病院の機能に応じた人員の配置を実施

急性期医療対応以降の医師・看護師・医療職の増員の推移
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評価シート（１２）業務運営の効率化

一般管理費・事業費等の効率化

２５年度

２０年度
中期目標

５年間で

15％節減

[一般管理費]

５年間で

10％節減

[事 業 費]

平成２０年度
を起点として

資料12－03

一般管理費（退職手当を除く。）については、人件費の抑制、施設管理費の節減を図り、中期目標期間の最終年度において、平成２０年度の相当経費に比べて
１５％程度の額を節減する。また、事業費（労災病院、医療リハビリテーションセンター及び総合せき損センターを除く。）については、物品調達コストの縮減、在庫
管理の徹底、業務委託契約・保守契約の見直し等により、中期目標期間の最終年度において、平成２０年度の相当経費に比べて１０％程度の額を節減する。

一般管理費（退職手当を除く。）及び事業費（労災病院、医療リハビリテーションセンター及び総合せき損センターを除く。）の効率化について、中期目標を達成す
ることが可能な程度（一般管理費については毎年度３％程度削減、事業費については毎年度２％程度削減。）に推移しているか。

中 期
目 標

評価の
視 点

＜一般管理費＞

162.1億円

＜一般管理費＞

191.1億円

＜事 業 費＞

48.６億円
＜事 業 費＞

2７.１億円

＜一般管理費＞

・職員数の削減、業務内容の見直し等に
よる人件費の抑制
・業務の見直し等による業務委託費の節減
・競争入札の推進、仕様の見直し等によ
る雑役務費の節減

・契約内容の見直し、賃料の価格交渉によ

賃借料の節減

等

＜事業費＞

・産業保健推進センター等のより安価な
事務所への移転や賃料の価格交渉等に
よる賃借料の節減

・情報誌の送付方法の効率化等による通
信運搬費の節減

・出張計画の見直しやパック利用の推進
等による職員旅費の節減

・印刷部数の見直しや契約努力による単
価の値下げ等による印刷製本費の節減

等

＜節減の主な取組等＞

4４.２%節減

15.2%節減

２５年度目標
１５％を達成

２５年度目標
１０％を達成
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資料１２－０４
資料１２－０４
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評価シート（14）短期借入金等

保有資産の見直し 資料１４－０１

「独立行政法人整理合理化計画」（平成１９年１２月２４日閣議決定）で処分等とすることとされた資産及び
「保有資産の見直し」により新たに処分等とされた資産についても着実に処分されてきているか。

処分等の取組状況や進捗状況等についての評価が行われているか。

処分対象資産の中には、老朽化した建物付きの
土地などが含まれており、売却処分が困難

評価の
視 点

売却困難物件への対応

多様な処分
方法を工夫

件 名 価格 面積

１
青森労災病院
付添者宿泊施設

3,479千円
土地： 1,361㎡
建物： 248㎡

２
門司メディカルセンター
（みどり寮、井戸町宿舎）

2,030千円
土地： 687㎡
建物： 821㎡

３
九州労災病院移転後跡地
（病院本体部分）

28,000千円
土地：36,654㎡
建物：38,490㎡

４ 労災リハ福井作業所 (現物納付)
土地：14,850㎡
建物： 4,077㎡

平成25年度処分実績

過去に処分

できなかっ
た資産につ
いても処分
を達成

平成２５年度も
着実な処分
を実施

① 評価替による減額
国有財産評価基準を参考にした評価替により最低売却

価格を減額の上、売却処分

・青森労災病院付添者宿泊施設
・門司ﾒﾃﾞｨｶﾙｾﾝﾀｰ職員宿舎（みどり寮、井戸町宿舎）

② 不動産媒介業者のさらなる活用
媒介業者による、周辺との相隣関係の調査、地域の企業
等への積極的な売却物件の情報提供により売却処分

・九州労災病院移転後跡地（病院本体部分）

③ 現物による国庫納付
独立行政法人通則法第４６条の２第１項に基づき国庫納付

・労災リハ福井作業所

九州労災病院移転後跡地
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資料16－01
評価シート（１６）業績評価の実施等

業績評価制度による具体的な改善効果
【平成２５年度計画】

業務の質の向上に資するため、内部業績評価に関する業績評価実施要領に基づき、独立行政法人労働者健康福祉機構（以下「機構」という。）自ら

業務実績に対する評価を行い翌年度の運営方針に反映させるとともに、内部業績評価制度による業務改善の効果について検証しつつ、制度の定着を
図る。

また、外部有識者により構成される業績評価委員会による業務実績に対する事後評価及び翌年度運営方針に対する事前評価を実施し、その結果を
ホームページ等で公表するとともに、業務運営に反映させる。

ビジョン:勤労者医療の中核的役割、運営の効率化と経営基盤の確立

利 用 者 の 視 点

・患者からの高い評価(患者満足度調査)
「満足のいく医療が受けられた」との評価

【H24】８１．８％ → 【H25】８２．５％
(８０%以上をキープ)

・病診連携医師からの高い評価
「有用な連携ができた」との評価

【H24】７９.３％ → 【H25】８０．５％
(１．２ポイント増)

財 務 の 視 点

・入院診療単価の増加
【H24】５３，２７９円→ 【H25】５４，５８４円
（対前年度比１，３０５円の増）

・外来診療単価の増加
【H24】１０，８７８円→ 【H25】１１，１６３円
（対前年度比２８５円の増）

・入院及び外来収入の増加

【H24】２，６８７億円→ 【H25】２，６９５億円
（対前年度比８億円の増）

質 の 向 上 の 視 点 効 率 化 の 視 点

・質の高い医療の提供
７対１看護導入施設の増
【H24】２３施設 → 【H25】２４施設

・病院機能の向上
地域医療支援病院
【H24】２４施設 → 【H25】２５施設

総合入院体制加算
【H24】６施設 → 【H25】８施設

・診療材料費の縮減
（医療材料の共同購入）

【H25】１６８百万円の削減効果

・器械備品費の縮減
（国立病院機構との医療機器共同購入）

【H25】５１９百万円の削減効果

・リース料率の縮減
（労災病院グループのリース調達物件共同購入）
【H25】１３２百万円の削減効果

・後発医薬品の採用率 (購入数量ベース)
【H24】３７．７％ → 【H25】４８．８％

組 織 の 学 習 と 成 長 の 視 点

・職員の資質向上(職員研修後のアンケート調査における有益度)
【H24】８６．１％ → 【H25】８６．９％ (８０%以上をキープ)

外 部 有 識 者 に よ る 評 価

業 績 評 価 委 員 会

外部の学識経験者等により構成さ
れる業績評価委員会により業績評価が

実施されているか。

評価の
視 点

年２回開催(平成１９年度～)
(平成１８年度までは年１回開催)

委員(計８名) 【内訳】 学識経験者 ４名
労働団体代表者 ２名
経営者団体代表者 ２名

「本委員会の意見を基に、機構の責任におい
て自主的な改善が行われることを期待する。」
① 高度・専門的医療の提供
② 労災疾病に係る研究・開発
③ 産業保健関係者に対する研修・相談等

・ホームページで公表
・業務運営に反映させる。

評価結果（抜粋）
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